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はじめに 

 
 
平素より、Mysurance をお引き立ていただき、誠にあり

がとうございます。 

このたび、ディスクロージャー誌「Mysurance の現状

2025」を作成しました。経営、商品・サービス、2024

年度の決算内容などを説明しています。本誌が当社をご理

解いただくうえで、皆さまのお役に立てれば幸いと存じま

す。 

 

 

 

会社の概要（2025 年７月 1 日現在） 

 

Mysurance はＳＯＭＰＯグループの一員です。 

名称 Ｍｙｓｕｒａｎｃｅ株式会社 

資本金 ２，３２５百万円 

株主 損害保険ジャパン株式会社（１００％出資） 

所在地 
〒１６０－８３３８ 

東京都新宿区西新宿１－２６－１ 

登録番号 関東財務局長（少額短期保険）第８９号 

 

 

主な沿革 

 

2018 年   7 月 少額短期保険業の準備会社として設立 

2018 年 12 月 資本金を２５０百万円から１，２５０百万円に増資 

2019 年   2 月 少額短期保険業者登録 

2019 年   3 月 「贈るほけん 地震のおまもり」販売開始 

2019 年 12 月 「REWARD ほけん」販売開始 

2020 年   ２月 「スマホ保険」販売開始 

2020 年   7 月 「宿泊キャンセル保険」販売開始 

2020 年 12 月 「旅行キャンセル保険」「フライト遅延保険」販売開始 

2021 年   3 月 「Travel キャンセル保険」販売開始 

2021 年   3 月 資本金を１，２５０百万円から１，６２５百万円に増資 
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2021 年   8 月 「Z-value」販売開始 

2021 年 1０月 「修学旅行キャンセル保険」販売開始 

2021 年 1１月 「デジタル完結型 家財保険」販売開始 

2022 年   3 月 資本金を１，６２５百万円から２，０７５百万円に増資 

2022 年   3 月 「コロナあんしん旅行保険」販売開始 

2022 年   7 月 「スマート賃貸火災保険」販売開始 

2023 年   3 月 累計契約件数 50 万件突破 

2023 年   ９月 「海外旅行キャンセル保険」販売開始 

2023 年 12 月 
イタンジの入居申込システムと連携した、火災保険の手続きをワンクリックで 

入居者に依頼できるサービスの提供開始 

2024 年 4 月 
「愛車 PROTECT トヨタのミニ車両保険」の全国展開 

 ＊２０２３年 8 月～一部販売店で先行販売 

2024 年 5 月 累計契約件数１００万件突破 

2024 年 8 月 １０万円超の高額端末に対応したスマホ保険「プロプラン」提供開始 

2024 年 10 月 愛車 PROTECT トヨタのミニ車両保険「２０２４年度グッドデザイン賞」受賞 

2024 年 12 月 JAL ダイナミックパッケージ予約者向け「Travel キャンセル保険」案内開始 

2024 年 12 月 
ス パ リ ゾ ー ト ハ ワ イ ア ン ズ 公 式 予 約 サ イ ト か ら の 宿 泊 予 約 者 向 け 

「Travel キャンセル保険」案内開始 

202５年 1 月 
「楽天トラベル」の国内宿泊予約者向け「Travel キャンセル保険」楽天 ID 連携開

始 

202５年 3 月 西鉄旅行の旅行予約と連携した「Travel キャンセル保険」案内開始 

202５年 3 月 
推しに会うため、国内・海外へ遠征したい全オタク向け「推し活キャンセル保

険」専用サイト開設 

202５年 ４月 資本金を２，０７５百万円から２，３２５百万円に増資 

202５年 5 月 「HIS Travel キャンセル保険」販売開始 
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ご挨拶 

 

 

  
平素より、Mysurance（マイシュアランス）をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。 
 
気候変動による近年の記録的な自然災害の頻発化、少子高齢化と人口減少社会の到来、AI をはじ
めとする革新的なデジタルテクノロジーによるビジネスモデルの転換やそれに伴う人々の暮らしと価値観の
多様化など、保険業界を取り巻く環境は急速に変化しています。 
 
このような時代の中で、変化の兆しをチャンスと捉え、従来の保険で「できなかったこと」を「できる」に変え
るため、私たち Mysurance は 2019 年に誕生いたしました。 
 
「保険に新しい価値を。お客さまに新しい体験を。そして、世の中をもっとスマートに。」 
 
この、創業以来一貫した私たちの想いを胸に、デジタルの力を活用してお客さまにとってわかりやすくシンプ
ルな体験をお届けする保険の新しいビジネスモデルの創出に、従業員が一丸となって取り組んでまいりま
した。 
 
例えば、国内外の「ワクワク」する旅行体験を後押しする旅行のキャンセル保険や、応援している推しに
会うための「遠征」を後押しする推し活キャンセル保険、インターネットで「カンタン」に加入でき、不動産業
界のデジタルトランスフォーメーションも支援する賃貸入居者向け火災保険、新しい自動車を「キレイ」に
乗り続けていただくために、加入者同士でお金を出し合い、困ったときに助け合う P2P（シェアリングエコノ
ミー）保険など、ユニークでイノベーティブな商品をいち早くお客さまにお届けしてまいりました。 
 
このような挑戦が着実に実を結びはじめ、2024 年度には累計契約件数が約 150 万件となるなど、大
きな成⾧を遂げることができました。 
これもひとえに、お客さま、パートナー企業の皆さまの温かいご支援の賜物であり、心より深く感謝申し上
げます。 
 
私たちはこれからも「保険をもっとわかりやすくシンプルに」、「身近なちょっとした不安を、いつの間にか解決
できる」存在となるために、全社一丸となって挑戦を続けてまいります。 
 
今後とも、皆さまの変わらぬご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。 
 

Mysurance 株式会社 
代表取締役社⾧ 清水 廣臣 
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１．MISSION・VISION・VALUE 
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２．当社メンバーの想い

 

（注）上記には、現在販売を停止している保険商品が含まれています。 

 

 

 

 

 

～メンバー全員で保険の新たな体験と価値を創り出す～ 

 
当社は、保険の新しい体験と価値を創造すべく開業以来チャレンジを続けています。 

 

まるで LINE でスタンプを送るような感覚で保険を友人や家族に送る（贈る）もの、企業がその

顧客に補償をプレゼントするための専用の保険（例：ゴルフ場予約サイトを運営する企業が、予約

されたユーザーにホールインワン保険をプレゼント）、搭乗予定の飛行機が遅延して途方に暮れた

ときに即座に自動で保険金が受け取れる保険、旅行予約と連動し簡単な手続きで加入できるキャン

セル料を補償する保険、自動車保険の等級に影響しないミニ車両保険（２０２４年度グッドデザイ

ン賞（公益財団法人日本デザイン振興会主催）受賞）など、新たな体験と価値を提供する保険をこ

れまでに多数創り出してきました。 

また、推し活層の皆さまに向けた“キャンセル料を補償する保険の専用サイト”の開設など、真

に保険が必要とされる方々にその保険が届くよう、さまざまな取組みを行ってきました。 

 

当社メンバーは全員が商品開発担当者であり、お客さま対応の責任者でもあるという想いのも

と、保険にご加入されるとき、ご加入されたあと、お問い合わせのとき、保険金を受け取られると

き、あらゆる場面で「新たな」そして「快適な」体験をお客さまに提供できるよう、メンバー全員

で商品・サービスのアイディアを考え、研ぎ澄まし、またデジタルを活用して、どの会社よりもス

ピーディーに商品化していきます。 



  
経営について 

 

8 
 

３．事業の概況 

（１）事業の内容 

2024 年度は「新しい体験」「新しい価値」の提供として、Travel キャンセル保険において旅行事業

者・宿泊事業者と連携し、顧客の旅行予約後に Travel キャンセル保険を案内する仕組みを構築しまし

た。現在、この仕組みを導入する事業者が増加していることもあり、キャンセル保険の販売件数は好調

に推移しています。 

スマホ保険においては、2024 年 9 月に提供を開始した補償内容を充実させた新プランが好調に推移

しており、販売件数の増加に大きく寄与しています。 

また、2023 年 8 月に一部販売店で先行販売し 2024 年 4 月に全国展開した「愛車 PROTECT ト

ヨタのミニ車両保険」についても、販売店舗数が着実に増加した結果、販売件数の大幅な拡大につなが

りました。 

火災保険においては、従前から販売している賃貸住宅入居時に必要な保証契約と火災保険契約をスマ

ホで同時に申し込みができる「Z-value」が順調に件数を伸ばすとともに、家財の補償と損保ジャパン

が提供する個人賠償責任補償がセットされたデジタル完結型の「スマート賃貸火災保険」もデジタル・

マーケティングの活用により拡販を遂げました。また、不動産賃貸取引プラットフォームであるイタン

ジ株式会社の「申込受付くん」とシステム連携して不動産管理会社および入居者にとって快適な手続き

を提供する「ネットで賃貸火災保険」についても、2023 年 12 月の販売開始以降、着実に販売件数が

増加しています。 

これらの結果、2024 年度の新規契約件数は 622,349 件となり、前年度から約 14.7 万件増加しま

した。 

 

（２）2024 年度業績 

 保険料等収入は 1,906,075 千円、その他経常収益は 9,708 千円となり、その結果、経常収益は

1,915,784 千円となりました。一方、保険金等支払金と責任準備金等繰入額に事業費及びその他経常

費用を加えた経常費用は 2,193,149 千円となり、その結果、経常損失は△277,364 千円となりまし

た。 

これらの結果、当期純損失は△204,402 千円となり、2024 年度末の利益剰余金は△3,553,102

千円、純資産額は 596,897 千円となりました。 

 

（３）今後の取組み 

 当社は、お客さまの嗜好や行動変化に対応するため、デジタル技術を最大限活用した新商品の開発に

努めるとともに、先進的な企業とのアライアンスや各種のマーケティング活動により商品を広くお客さ

まに届けることで更なる増収を図り、経営の安定化に向けて取り組んでまいります。 

 

＜主要指標＞ 
 

項 目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

経常収益 715,810 千円 1,260,681 千円 1,915,784 千円 

経常利益 △ 431,541 千円 △ 357,203 千円 △ 277,364 千円 

当期純利益 △ 324,533 千円 △ 266,874 千円 △ 204,402 千円 

正味収入保険料 618,481 千円 716,299 千円 1,117,719 千円 

総資産 1,258,464 千円 1,185,487 千円 1,118,071 千円 

純資産額 1,068,173 千円 801,299 千円 596,897 千円 

保険業法上の純資産額※ 1,094,076 千円 848,727 千円 677,961 千円 

責任準備金残高 89,965 千円 165,124 千円 279,287 千円 

資本金 

（発行済株式の総数：株） 

2,075,000 千円 

4,150 株 

2,075,000 千円 

4,150 株 

2,075,000 千円 

4,150 株 

ソルベンシー・マージン比率 2,098.9％ 1,409.9％ 731.7％ 

配当性向 － － － 

従業員数 22 人 21 人 24 人 
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有価証券残高 － － － 
   

※ 保険業法上の純資産額とは、保険業法施行規則第 211 条の 8 第 1 項の規定に基づき、貸借対照表の純資産の部の金額に 

異常危険準備金および価格変動準備金の額を加えたものをいいます。 
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４．内部統制基本方針 

当社は、「内部統制基本方針」に基づき、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質の向上に努

めています。 

 

■内部統制基本方針 

 
当社は、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質の向上に資するため、関連諸法令およびＳＯＭＰＯホールディ

ングス株式会社の定めるグループ経営理念等を踏まえ、この基本方針を取締役会において決議します。 

なお、当社はこの基本方針に基づく統制状況を適切に把握および検証し、以下に定める体制を整備し、その充実に努め

ます。 

 

１．当社ならびにその親会社および子会社からなる企業集

団における業務の適正を確保するための体制  

当社は、当社ならびにその親会社およびグループ会社か

らなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

を次のとおり整備します。  

（１）グループ経営理念、ＳＯＭＰＯのパーパス、人材コ

ア・バリュー、グループサステナビリティビジョン

を当社に示します。 

（２）当社の親会社である損害保険ジャパン株式会社との

間で締結する経営管理契約に従い、同社に対して適

切に承認を求めるとともに、報告を行います。 

（３）経営判断に必要な情報収集・調査･検討等を行う体

制を整備するとともに、取締役への的確な情報提供

等を通じて経営論議の活性化を図ります。 

（４）「ＳＯＭＰＯグループ グループ内取引管理基本方

針」に従い、グループ内における取引等を適切に把

握および審査し、当該取引等の公正性および健全性

を確保します。 

  

２．職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制  

当社は、当社の取締役、執行役員および使用人（以下

「役職員」といいます。）の職務の執行が法令、定款等に

適合することを確保するために必要な体制を次のとおり整

備します。 

（１）当社において、取締役会における取締役の職務執行

の状況報告等を通じて役職員の職務の執行が法令等

に適合していることを確認します。 

（２）「ＳＯＭＰＯグループ コンプライアンス基本方針」

に従い、コンプライアンス体制の整備を図るととも

に、役職員が「ＳＯＭＰＯグループ コンプライアン

ス行動規範」を遵守して行動するよう当社の役職員

の行動基準となるコンプライアンスに関するマニュ

アルを整備し、これらの周知徹底を図り、これらに

基づく教育および研修を継続して実施します。 

（３）コンプライアンスに関する統括部署を設置し、コン

プライアンス上の課題への対応計画等を定めるコン

プライアンス・プログラムの進捗を管理します。 

（４）当社において、不祥事件等に係る社内報告、調査、

内部通報等の各種制度を整備し、不祥事件等の是

正、届出、再発防止等の対応を的確に行います。 

（５）「ＳＯＭＰＯグループ お客さまの声対応基本方針」

に従い、お客さまの声を積極的に分析し業務品質の

向上に活用するなど、実効性のあるお客さまの声対

応体制を構築します。 

（６）「ＳＯＭＰＯグループ お客さまサービス適正管理基

本方針」に従い、お客さまに提供する商品サービス

の品質・維持・向上に努めるなど、お客さまサービ

スの適正を確保する体制を構築します。 

（７）「ＳＯＭＰＯグループ 顧客情報管理基本方針」に従

い、お客さまの情報を適正に取得・利用するなど、

お客さまの情報の管理を適切に行います。 

（８）「ＳＯＭＰＯグループ セキュリティポリシー」に従

い、情報資産のセキュリティを確保するために講じ

るべき基本的な事項を明らかにするなど、情報資産

に関する適切な管理体制を整備します。 

（９）「ＳＯＭＰＯグループ 利益相反取引管理基本方針」

に従い、お客さまの利益が不当に害されるおそれが

類型的に認められる取引を管理するなど、お客さま

の利益を不当に害する利益相反取引を防止する体制

を整備します。 

（10）「ＳＯＭＰＯグループ 反社会的勢力対応基本方

針」に従い、反社会的勢力からの不当要求の拒絶

および関係遮断に向けて、外部の専門機関とも連

携し、組織として毅然と対応するなど、反社会的

勢力への対応体制を整備します。  

 

３．損失の危険の管理に関する体制 

当社は、「ＳＯＭＰＯグループ ＥＲＭ基本方針」に従

い、不測の損失を極小化するため、次のとおりリスク管理

体制を整備します。 

（１）リスク管理規程を定め、当社の業務の遂行に係る重

要な事項についてリスク管理を行います。 

（２）各種リスクを管理するリスク所管部門を設置し、リ

スクの特性・状況に応じて適切なリスク管理を行い

ます。 

（３）リスク管理・コンプライアンス委員会を設置し、当

社のリスク管理に関する重要な事項等について審議

し、当社のリスク管理態勢の構築・整備の推進を図

ります。 

 

４．職務の執行が効率的かつ的確に行われることを確保す

るための体制  

当社は、当社の役職員の職務執行が、効率的かつ的確に

行われる体制を確保するため、次のとおり、職務執行に関

する権限、決裁事項および報告事項の整備、指揮命令系統

の確立、ならびに経営資源の有効活用を行います。  

（１）ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社が定めるグル

ープの経営計画に基づき自社の経営計画を策定する

とともに、これらを当社で共有します。  

（２）当社の重要な業務執行に関する事項について経営会

議で協議し、取締役会の審議の効率化および実効性

の向上を図ります。 

（３）当社において、取締役会の決議事項および報告事項

を整備することで取締役会の関与すべき事項を明ら

かにするとともに、これに整合するよう執行役員等

の決裁権限を定めます。 

（４）当社において、規程を整備し、社内組織の目的およ

び責任範囲を明らかにするとともに、組織単位ごと

の職務分掌、執行責任者、職務権限の範囲等を定め

ます。 

（５）「ＳＯＭＰＯグループ ＩＴ戦略基本方針」に従い、 
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ＩＴ戦略を策定し、ＩＴガバナンスを整備するな

ど、信頼性・利便性・効率性の高い業務運営を実現

するための的確かつ正確なシステムを構築します。 

（６）「ＳＯＭＰＯグループ 外部委託管理基本方針」に従

い、外部委託開始から委託解除までのプロセスに応

じて外部委託に関する管理を行うなど、当社におけ

る外部委託に伴う業務の適正を確保します。 

（７）「ＳＯＭＰＯグループ 資産運用基本方針」に従い、

当社の運用資金の性格を勘案し安全性・流動性・収

益性を踏まえるなど、リスク管理に十分に留意した

資産運用を行います。 

（８）「ＳＯＭＰＯグループ 業務継続体制構築基本方針」

に従い、大規模自然災害等の危機発生時における当

社の主要業務の継続および早期復旧の実現を図る体

制を整備するなど、有事における経営基盤の安定と

健全性の確保を図ります。 

（９）課題別に専門的・技術的な観点から審議を行うため

に経営会議の諮問機関として課題別委員会を設置し

ます。  

  

５．財務の健全性および財務報告の適正性を確保するため

の体制  

（１）当社は、財務の健全性を確保するための管理体制を

整備します。 

（２）当社は、「ＳＯＭＰＯグループ 財務報告に係る内部

統制基本方針」に従い、当社の財務報告の適正性お

よび信頼性を確保するために、財務報告に係る内部

統制の整備・運用および評価に関する枠組みを定

め、必要な体制を整備します。  

  

６．情報開示の適切性を確保するための体制  

当社は、「ＳＯＭＰＯグループ ディスクロージャー基本

方針」に従い、法令等に基づく開示の統括部署を設置し、

企業活動に関する情報を適時・適切に開示するための体制

を整備します。  

 

７．取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存

および管理に関する体制  

当社は、当社の取締役および執行役員の職務の執行に係

る情報を適切に保存および管理するため、当社において、

取締役会等の重要会議の議事録および関連資料その他取締

役および執行役員の職務執行に係る情報を保存および管理

する方法を規程に定め、これに必要な体制を整備します。  

  

８．内部監査の実効性を確保するための体制 

当社は、内部監査の実効性を確保するため、「ＳＯＭＰ

Ｏグループ 内部監査基本方針」に従い、内部監査に関する

独立性の確保、規程の制定、計画の策定等の事項を明確に

し、効率的かつ実効性のある内部監査体制を整備します。  

  

９．監査役の監査に関する体制  

当社は、監査役の監査の実効性の向上を図るため、以下

の体制を整備します。  

 

９－１．監査役への報告に関する体制 

（１）当社は、監査役会の同意のもと、役職員が監査役に

報告すべき事項（職務の執行に関して法令・定款に

違反する重大な事実もしくは不正行為の事実または

会社に著しい損害を及ぼす可能性のある事実を含み

ます。）および時期を定めることとし、役職員は、

この定めに基づく報告、その他監査役の要請する報

告を確実に行います。 

（２）当社は、役職員が監査役に報告を行ったことを理由

として、役職員に対して不利益な取扱いをしないこ

ととします。なお、グループ会社の役職員について

も同様とします。 

（３）監査役が取締役または執行役員の職務の執行に関し

て意見を表明し、またはその改善を勧告したとき

は、当該取締役または執行役員は、指摘事項への対

応の進捗状況を監査役に報告します。  

  

９－２．その他監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制  

（１）監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議その

他重要な会議に出席し、意見を述べることができる

ものとします。 

（２）監査役が、取締役、執行役員、内部監査部門、会計

監査人およびその他監査役の職務を適切に遂行する

うえで必要な者との十分な意見交換を行う機会を確

保します。また、役職員は監査役の求めに応じて、

業務執行に関する事項の報告を行います。 

（３）重要な会議の議事録その他の重要書類等（電磁的記

録を含みます。）の閲覧について、監査役の求めに

応じて対応します。 

（４）監査役の求めに応じて、監査役とグループ会社の監

査役との連携およびグループ会社の役職員からの情

報収集の機会を確保します。 

（５）内部監査部門は、監査役からの求めに応じて、監査

役の監査に協力します。  

（６）監査役が、その職務の執行について生ずる費用の請

求をした場合は、監査役の求めに応じて適切に処理

します。  

（７）監査役が各部に立ち入って監査を行う場合、その他

監査役が協力を求める場合（ＳＯＭＰＯホールディ

ングス株式会社の監査等委員が協力を求める場合を

含みます。）は、可能な限り他の業務に優先して監

査役に協力します。 
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５．リスク管理体制 

■リスク管理体制 

当社は、リスク管理を最重要課題のひとつとして捉え、当社が直面するリスクに適切に対応し、健全

な経営と効率性・収益性の確保を行うために、保険引受リスク等をはじめとして、これらを支えるオペ

レーショナルリスク（事務・システム）、資産運用リスク、流動性リスク等の管理に重点的に取り組ん

でおります。 

 そこで、リスク管理・コンプライアンス委員会を設置し、想定されるリスクを洗い出し、それらリス

クの管理手法の検討と対策の実施状況について分析、審議、検討、及び必要な決定を行う態勢としてい

ます。 

 
■再保険 

当社は、過大なリスクを保有することで経営の安定を阻害することがないよう、保有責任額が一定額

を超えた場合に保険責任の一定割合を再保険として移転いたします。再保険を付すことによって、巨大

災害と想定される大規模地震や巨大台風による風水災などの際にも、当社が自ら負担する支払責任額

を、資本金に比較して十分に低い額にコントロールいたします。 

 

６．資産運用 

少額短期保険業者の資産運用については、保険業法において内閣府令で定める銀行等への預金や国債

等に準ずる有価証券等以外への投資を行えないこととなっているうえ、財務の健全性の観点を踏まえ

て、当社では預金等の安全資産に限定した運用を行うこととしております。 

 

７．お客さま本位の業務運営方針 

当社は、徹底したお客さま視点に基づくお客さま本位の業務運営を実現し、「お客さまが、困ったと

きに、いつもそこにいて、不安をいつの間にか解決する存在」であり続けることを目指しています。 

 

 

方針１．お客さまへの新しい体験の提供 

当社は、常にお客さまを中心に考え、情熱をもって考え抜くことで、保険に新しい価値を生み出し、お客さまに新しい

体験を提供し続けてまいります。 

 

方針２．お客さまの声を経営に活かす取組み  

当社は、お客さまの声を真摯に受け止め、誠実、迅速かつ適切に対応するとともに、お客さま視点で自らの業務を捉え

直すことで、事業活動の品質向上に活かしてまいります。 

 

方針３．お客さまのライフスタイルの変化に対応したあたらしい商品・サービスの開発 

当社は、多様化するお客さまニーズや社会・経済等の環境変化を的確に捉え、お客さまのリスクに対応する保険商品・

サービスの開発に努めてまいります。 

 

方針４．重要な情報の分かりやすい提供 

当社は、お客さまがご自身のご意向に沿った保険商品・サービスを選択することができるよう、商品内容やリスク内容

等の重要な情報につき、お客さまの立場に立って、分かりやすく丁寧に提供してまいります。 

 

方針 5．利益相反の適切な管理 

当社は、お客さまとの利益相反のおそれのある取引について、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、適切

に管理する態勢を構築してまいります。 

 

方針 6．企業としての社会的責任を果たす取り組み 

企業としての社会的責任を果たすべく、「グループサステナビリティビジョン」に則り、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目

標）の達成に向けた社会的課題の解決に資する取り組みを行ってまいります。 

 

方針 7．お客さま視点の業務運営の定着 

当社は、すべての社員および商品の募集を委託する保険代理店・保険募集人に対する継続的な教育・指導を行うととも

に、お客さま視点での業務運営の動機付けを図る枠組みを構築し、本方針の定着に向けて取り組んでまいります。 
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＜主な取り組み内容＞ 

お客さま本位の業務運営の浸透・定着に向けて、各方針に定める取組を進めてきました。 

取組内容の詳細は、当社公式ウェブサイト「お客さま本位の業務運営方針」をご覧ください。 

URL：https://www.mysurance.co.jp/fiduciaryduty/ 
 

８．勧誘方針  

当社は、お客さまへの販売・勧誘にあたって「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法

律」に基づき、勧誘方針を次のとおり定め、保険商品の適正な販売活動に努めます。 

 
1. 保険業法、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律、消費者契約法、個人情報の保護に関する法律

およびその他各種法令等を遵守してまいります。 

2. お客さまの保険商品に関する知識、保険商品の購入目的等を総合的に勘案し、創意工夫したうえで商品内容等の適

切な説明を行ってまいります。 

3. 販売・勧誘活動にあたっては、お客さまの立場に立って、時間帯や方法等について十分に配慮してまいります。 

4. 万が一保険事故が発生した場合におきましては、迅速かつ適正な保険金のお支払いに努力してまいります。 

5. お客さまの様々なご意見等の収集に努め、お寄せいただいたご意見を商品・サービス等の向上に活かしてまいりま

す。 

 

９．コンプライアンス  

■コンプライアンス（法令等遵守） 

企業は社会的存在として社会・公共の利益に貢献するという重要な役割を担っています。また、少額

短期保険業者には高い公共性が求められ、公正・公平・透明性のある事業活動を通じて社会の期待と信

頼に応えていく必要があります。当社は、コンプライアンスをすべての事業展開の大前提ととらえ、お

客さまや地域社会をはじめとしたステークホルダーの皆さまに信頼される企業になることを目指して、

社会規範および企業倫理に則った行動を心がけています。 

 
■コンプライアンス基本方針 

当社およびグループ会社は、「SOMPO グループ コンプライアンス基本方針」に基づき、各事業の

高い公共的使命および社会的責任を常に認識し、法令等のルールや社会規範および企業倫理に則った適

正な企業活動を通じて、お客さまに最高品質の安心とサービスを提供し、社会から信頼される企業グル

ープを目指します。 

 

■コンプライアンス態勢 

当社は、コンプライアンスの徹底のため、「リスク管理・コンプライアンス委員会」を設置し、コン

プライアンスに関する基本方針や毎年度の実践計画であるコンプライアンス・プログラムの策定、コン

プライアンス・プログラムの実施状況の点検・監視を行っています。 

また、各部門長をコンプライアンス推進責任者に任命し、コンプライアンス研修の実施等、部門内の

コンプライアンスの徹底を図っております。 

なお、役職員のコンプライアンスに関する専用相談窓口として、 社内および社外にコンプライアンス

ホットラインを設置し、メール等での相談を受け付け、問題解決に取り組んでいます。
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SOMPO グループ コンプライアンス基本方針 

 

SOMPO ホールディングスは、各事業の高い公共的使命および社会的責任を常に認識し、法令等のルールや社会規範お

よび企業倫理に則った適正な企業活動を通じて、お客さまに最高品質の安心とサービスを提供し、社会から信頼される企

業グループを目指すため、この基本方針を定めます。

■法令等遵守を確保するための体制 

SOMPO ホールディングスは、この基本方針のほか次の

とおり法令等遵守に係る方針を定め、当社グループが法令

等遵守を確保するために必要な体制を整備します。 

（１）顧客情報管理に関する基本方針を定め、お客さまの

情報を適正に取得・利用するなど、お客さまの情報の管

理を適切に行う体制を整備します。また、顧客情報の共

同利用を行う場合は、法令等を遵守した適正な利用を確

保すべく、所用事項の特定等必要な措置を講じます。 

（２）利益相反取引管理に関する基本方針を定め、お客さ

まの利益が不当に害されるおそれが類型的に認められる

取 引を管理するなど、お客さまの利益を不当に害する

利益相反取引を防止する体制を整備します。 

（３）反社会的勢力対応に関する基本方針を定め、反社会

的勢力からの不当要求の拒絶および関係の遮断に向け

て、外部専門機関とも連携し、組織として毅然と対応し

ます。また、規程・マニュアルの整備等を所管する部署

を設置する等、反社会的勢力への対応体制を整備しま

す。 

1. 業務方針 

当社グループは、次の方針に基づいて法令等を遵守し、

社会規範および企業倫理に則った企業活動を実現します。 

（１）コンプライアンスを事業運営の大前提とします 

コンプライアンスを軽視して得た利益に持続可能性がな

いことを深く認識し、コンプライアンスを事業運営の大

前提とします。 

（２）役職員のコンプライアンス意識を醸成・高揚します 

役職員が法令等を遵守し、社会規範および企業倫理に則

った行動をとるよう、コンプライアンスを重視する意識

を醸成・高揚します。 

（３）コンプライアンスの徹底に向けて計画的に取り組み

ます 

コンプライアンスの徹底には継続的で不断の努力が必要

であることを深く認識し、その実現に向けて計画的に取

り組みます。 

（４）問題を早期に把握し、迅速に対応します 

事業運営に伴うコンプライアンス上の問題の発生に備え

て、早期に把握する体制を整備し、問題が発生したとき

は迅速かつ適切に対応します。 

 

2. 業務内容および執行体制 

（１）役職員のコンプライアンス意識の高揚 

当社グループの役職員がコンプライアンスの重要性を理

解し、それを重視した行動をとることを促進するため、

次の措置を講じます。 

①当社グループの役職員は、「ＳＯＭＰＯグループコン

プライアンス行動規範」に則り、当該規範を遵守しま

す。 

②当社グループは、経営陣がコンプライアンスを重視す

る姿勢を 表明する機会を設けるように努めます。 

③当社グループは、役職員に対するコンプライアンスに

係る教育・研修を体系的に実施します。 

（２）コンプライアンスを確保する業務管理 

当社グループは、その業務の遂行に際して法令等違反の 

発生を防止するためのルールや手順を設定するなど、各

業務に係る規程・マニュアル類を整備します。 

（３）コンプライアンスに関するモニタリング 

当社グループは、その本社機構および営業拠点の法令等

遵守の状況を継続的に監視する措置を講じます。 

（４）発生したコンプライアンス問題への対応 

当社グループは、コンプライアンスに関する問題事象が

発生した場合に速やかに対応すべく次の措置を講じま

す。 

①問題事象の早期把握のために社内報告制度、内部通報

制度などの情報収集制度を整備します。 

②把握した問題事象に適切に対応するために事実関係の

調査、問題の解決、再発防止措置の実行に関する事項

を定めた規程・マニュアル類を整備します。 

③経営に重大な影響を及ぼす問題事象が発生した場合

は、速やかに取締役会等で対応方針を決定し、必要な

対策を講じます。また、当社グループは、当該事案が

経営に重大な影響を及ぼすおそれ、またはお客さまの

利益を著しく阻害するおそれを認識した時点で、速や

かにＳＯＭＰＯホールディングスに報告します。 

（５）コンプライアンスに係る計画的な取組み 

当社グループは、事業年度毎に、コンプライアンスに係 

る取組みを計画的に実施するため、次の措置を講じま 

す。 

①ＳＯＭＰＯホールディングスは、グループ各社による

計画的な取組みを推進するために「年度グループコン

プライアンス推進方針」を事業年度毎に策定します 

②当社グループは、「年度グループコンプライアンス推

進方針」の定めるところにより、コンプライアンス上

の課題を設定し、その課題を解決・実現するための施

策を列挙した行動計画（コンプライアンス・プログラ

ム）を事業年度毎に策定し、実施します。 

③ＳＯＭＰＯホールディングスは、グループ各社による

行動計画の策定および進捗を管理し、必要に応じて支

援・指導・指示を行います。 

（６）コンプライアンス推進組織 

当社グループは、コンプライアンスを推進するため、次

の体制を整備します。 

①役員クラスをメンバーとする会議体において、計画の

承認・進捗管理、法令等遵守に係るモニタリング制度

の管理、発生した問題事象への対応状況の管理などを

審議します。 

②コンプライアンス統括部門を設置し、問題事象の発生

などのコンプライアンス関連情報の一元的な収集・分

析、行動計画の策定・実行、法令等遵守に係るモニタ

リングの実行、発生した問題事象への対応などを所管

します。 

③業務部門および営業拠点等にコンプライアンス担当者

を配置し、当該部署におけるコンプライアンス関連情

報の収集と統括部門への報告を行います。 

（７）コンプライアンス基本方針実務要領 

ＳＯＭＰＯホールディングスは、この基本方針に沿っ

て、事業特性等に応じてグループ各社に態勢整備を求め

る事項等を記載した「コンプライアンス基本方針実務要

領」を必要に応じて策定し、グループ各社はこれを遵守

します。
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１０．お客さま情報の保護  

当社は個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報保護の方針として「個人情報保護宣言」を策定し、こ

れにしたがって、お客さまに関する情報を適正に取り扱うための取組みをしています。 

 
■個人情報保護宣言

基本的な考え方 

 

Mysurance 株式会社（以下「当社」といいます）は、

ＳＯＭＰＯグループの一員として、「ＳＯＭＰＯグループ 

プライバシー・ポリシー」のもと、個人情報を適正に取り

扱うことが社会的責務であり重要であると認識し、「個人

情報の保護に関する法律」、「行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律」その他の

関係法令、「個人情報の保護に関する法律についてのガイ

ドライン」、「金融分野における個人情報保護に関するガ

イドライン」、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガ

イドライン」その他のガイドラインおよび一般社団法人日

本少額短期保険協会の「個人情報保護方針」等（以上を以

下「関連法令等」と総称します。）を遵守して、お客さま

の個人情報の保護に努めてまいります。この保護宣言にお

ける「個人情報」等の概念は、別段の定めがある場合を除

き、関連法令等が定めるものをいいます。 

１．当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な

手段によりお客さまの個人情報を取得します。また、

法令で例外とされる場合を除き、お客さまの個人情報

の利用目的を通知または公表し、利用目的の範囲内で

取り扱います。 

２．当社は、法令で例外とされる場合を除き、お客さまご

本人の同意なくお客さまのセンシティブ情報（労働組

合への加盟、門地、本籍地、保健医療および性生活に

関する個人情報をいいますが、本人、国の機関、地方

公共団体、学術研究機関等、個人情報保護法第５７条

第１項各号もしくは施行規則第６条各号に掲げる者に

より公開されているもの、または、本人を目視し、も

しくは撮影することにより取得するその外形上明らか

なものを除きます。）および要配慮個人情報を取得す

ること、個人データ（個人番号および特定個人情報を

除きます。）を第三者に提供することはありません。

なお、個人番号および特定個人情報については、法令

に定める場合を除き、収集、保管、提供することはあ

りません。 

３．当社は、ＳＯＭＰＯグループの経営管理およびお客さ

まへの商品・サービスの案内・提供等のため、グルー

プ内でお客さまの個人データ（個人番号および特定個

人情報を除きます。）を共同利用することがありま

す。 

４．当社は、お客さまの個人データについて、漏えい、滅

失またはき損の防止等に努め、適切な安全管理措置を

実施します。また、お客さまの個人データの取扱いを

委託する場合は、委託先に対する必要かつ適切な監督

を行います。 

５．当社は、お客さまの個人データの取扱いが適正に行わ

れるように従業者への教育・指導を徹底します。ま

た、個人情報保護のための管理態勢を継続的に見直

し、改善に努めてまいります。 

６．当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し

適切かつ迅速に対応します。また、個人情報の保護に

関する法律に基づく保有個人データの開示、訂正等の

お客さまからの請求に適切に対応します。 

 

 

Mysurance 株式会社 

住所および代表者の氏名については、以下の会社概要を

ご覧ください。 

https://www.mysurance.co.jp/about 
※なお、個人情報の利用目的などの詳細については、「個人情

報の取扱い」をご覧ください。 

※個人番号および特定個人情報の取扱いについては「特定個人

情報の取扱い」をご覧ください。 

※開示等の手続きについては、「開示等請求の手続き」をご覧

ください。 

 

お問い合わせ窓口 

Mysurance 株式会社  

〒160-8338 東京都新宿区西新宿 1-26-1 

E-mail：sys_cc@mysurance.co.jp 

 

個人情報の取扱い 

 

当社における個人情報の取扱いは、以下のとおりです。 

※本取扱いにおける「個人情報」および「個人データ」と

は、個人番号および特定個人情報を除くものをいいます。

個人番号および特定個人情報の取扱いについては、「特定

個人情報の取扱い」が適用されます。 

 

1. 個人情報の適正な取得 

当社は、法令で例外とされる場合を除き、業務上必要な

範囲内で、かつ、適法で公正な手段によりお客さまの個情

報を取得します。当社では、例えば、以下のような方法で

個人情報を取得することがあります。 

（取得方法の例） 

・保険契約の申し込み、保険金請求、保険料のお見積り、

保険商品の資料請求、アンケート等の際にお客さまにＷ

ｅｂ等の画面へご入力いただくことやご提出いただく書

類などにより取得する場合 

・コンタクトセンターにいただくお問い合わせへ対応する

ためにお電話やメール等の内容を記録または録音する場

合 など 

当社は取得した個人情報を、利用目的の達成に必要な期

間、または法令により要求・許容される期間、保管しま

す。 

 

2. 個人情報・保有個人データの利用目的 

当社は、取得した個人情報を以下（１）から（３）およ

び５．に掲げる目的（保有個人データの利用目的も同様で

す。）に必要な範囲で適法かつ公正に利用し、法令で例外

とされる場合を除き、目的外には利用しません。 

また、当社は、お客さまにとって利用目的が明確になるよ

う具体的に定めるとともに、取得の場面に応じて利用目的

を限定するよう努めます。 

変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認められる

範囲で利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に

通知するか、当社公式ウェブサイト等により公表します。 

（１）保険業 

・保険契約の引受、維持管理、更新 

・保険金請求に関する保険事故の調査（関係先への照会

等を含みます。） 
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・保険金等の支払いの判断・手続 

・委託先（代理店を含む）のサービスの案内・提供 

・当社業務・商品・サービスに関する情報提供、運営管

理および商品・サービスの充実 

・当社が有する債権の回収 

・当社又は当社代理店が提供する商品・サービス等に関

するアンケートの実施 

・市場調査並びにデータ分析やアンケートの実施等によ

る新たな商品・サービスの開発 

・当社社員の採用、販売基盤（代理店等）の新設・維持

管理 

・問い合わせ・依頼等への対応 

・再保険契約の締結や再保険金、共同保険金等の受領、

およびそれらのために引受保険会社等に個人情報の提

供を行うこと（引受保険会社等から他の引受保険会社

等への提供を含みます。） 

（２）損害保険代理業 

・損害保険契約の代理または媒介およびそれに付帯する

サービスの提供 

（３）各事業共通 

・当社が取り扱う商品および各種サービスの案内または

提供、代理、媒介、取次、管理 

・ＳＯＭＰＯグループ各社、提携先企業等が取り扱う商

品・サービス等の案内、提供、管理 

・各種イベント・キャンペーン・セミナーの案内、各種

情報の提供 

・アンケートの実施や市場調査、データ分析の実施等な

らびにそれらによる商品・サービスの開発・研究 

・ご本人かどうかの確認 

・お問い合わせ、ご意見等への対応 

・当社が有する債権の回収 

・当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む

業務委託先等への提供 

・当社職員の採用、上記商品・サービスに関する販売基

盤の新設、維持管理 

・他の事業者から個人情報（データ）の処理の全部また

は一部について委託された場合等において、委託され

た当該業務の適切な遂行 

（４）電話応対—通話録音 

・お問い合わせ、ご相談内容、ご契約内容等の事実確認 

・ご案内、資料発送等のサービス提供を正確に行うため

のご連絡先の確認 

・電話応対を含む業務品質向上にむけた研修やデータ分

析の実施等への活用 

（５）その他 

・その他、上記（１）から（４）に関連・付随する業務

並びにお客さまとのお取引及び当社の業務運営を適切

かつ円滑に履行するために行う業務 

 

3. 第三者への提供および第三者からの取得 

（１）当社は、以下の場合を除き、お客さまご本人の同意

なくお客さまの情報を第三者に提供することはありま

せん。 

・法令で例外とされる場合 

・当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む

委託先に提供する場合 

・ＳＯＭＰＯグループ各社・提携先企業との間で共同利

用を行う場合 

・少額短期保険会社等の間で共同利用を行う場合 

（２）当社は、法令で例外とされる場合を除き、個人デー

タを第三者に提供した場合には当該提供に関する事項

（いつ、どのような提供先に、どのような個人データ

を提供したか等）について記録し、個人データを第三

者から取得する場合（個人関連情報を個人データとし

て取得する場合を含みます）には当該取得に関する事

項（いつ、どのような提供元から、どのような個人デ

ータを取得したか、提供元の第三者がどのように当該

データを取得したか等）について確認・記録します。 

 

４. 個人関連情報の第三者への提供 

当社は、法令で例外とされる場合を除き、第三者が個人

関連情報（個人関連情報データベース等を構成するものに

限ります。以下同じ。）を個人データとして取得すること

が想定されるときは、当該第三者において当該個人関連情

報のご本人から、当該情報を取得することを認める旨の同

意が得られていることを確認することをしないで、当該情

報を提供しません。 当社は、法令で例外とされる場合を除

き、前項の確認に基づき個人関連情報を第三者に提供した

場合には、当該提供に関する事項（いつ、どのような提供

先に、どのような個人関連情報を提供したか、どのように

第三者がご本人の同意を得たか等）について確認・記録し

ます。 

 

5. 個人データの取扱いの委託 

当社は利用目的の達成に必要な範囲において、お客さま

の個人データの取扱いを国内外の他の事業者に委託するこ

とがあります。お客さまの個人データの取扱いを委託する

場合は、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情

報管理体制を確認するなど、委託先に対する必要かつ適切

な監督を行います。 当社では、例えば、以下のような場合

に、個人データの取扱いを委託しています。 

（委託する業務の例） 

・保険契約の募集に関わる業務 

・損害調査に関する業務 

・情報システムの開発・運用に関わる業務 など 

 

６. 個人データの共同利用 

（１）情報交換制度等 

①少額短期保険協会および少額短期保険業者等 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会、少額短期

保険業者各社および特定の損害保険会社とともに、お支払

の判断または保険契約の解除、取消もしくは無効の判断

（以下「お支払い等の判断」といいます。）の参考とする

ことを目的として、「支払時情報交換制度」に基づき、各

少額短期保険業者等の保有する保険契約等に関する情報を

共同して利用しております。 

詳細につきましては少額短期保険協会のホームページをご

覧ください。 

 ■一般社団法人 日本少額短期保険協会 

  http://www.shougakutanki.jp/general/ 

（２）グループ会社との間の共同利用 

①ＳＯＭＰＯグループでは、ＳＯＭＰＯホールディングス

株式会社（以下「ＳＯＭＰＯホールディングス」といい

ます。）によるグループ会社の経営管理業務および共

通・重複業務の遂行のために、グループ各社間で、以下

のとおり、個人データを共同利用することがあります。 

Ａ．個人データの項目 

<A>ＳＯＭＰＯグループ各社が保有する株主の皆さまの

個人データ： 

氏名、住所、株式数等に関する情報 

<B>ＳＯＭＰＯグループが保有する個人データ： 

氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性

別、生年月日、その他申込書等に記載された契約内
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容および保険事故に関する内容など、ＳＯＭＰＯグ

ループ各社とのお取引に関する情報 

お取引にかかわらず、氏名、住所、電話番号、電子

メールアドレス、性別、生年月日、お問合せ内容な

ど、お客さまがＨＰでの見積り試算や、コールセン

ターへのお問合せなど対面・電話・ＷＥＢ・電子メ

ール・アプリ、第三者提供等の手段を含みＳＯＭＰ

Ｏグループ各社が取得した情報 

Ｂ．共同利用するグループ会社の範囲 

ＳＯＭＰＯホールディングス、その子会社および関

連会社（※） 

※財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則第 8 条第 3 項に定義される子会社および同条・

第 5 項に定義される関連会社をいいます。 

該当するグループ会社の範囲は以下のリンクをご参

照ください。 

https://www.sompo-hd.com/group/group_list/ 

Ｃ．個人データ管理責任者 

当該個人データを取り扱う各共同利用者 

当社の住所、代表者名については、以下のリンクを

ご参照ください。 

https://www.mysurance.co.jp/about 

ＳＯＭＰＯグループ各社の住所・代表者名について

は、該当する会社のホームページ等をご参照くださ

い。  

②ＳＯＭＰＯグループでは、当社またはグループ各社が取

り扱う商品・サービス等の企画、開発、調査および分析

ならびにお客さまへのご案内・ご提供およびその判断の

ために、グループ各社間で、以下のとおり、個人データ

を共同して利用することがあります。 

Ａ．個人データの項目 

・氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性

別、生年月日、お問合せ内容、アプリ等サービス

の利用内容、位置情報、名刺情報（会社名、部署

名、肩書き等を含む名刺から読み取れる情報）、

その他契約申込書等に記載された契約内容および

保険事故に関する内容など、ＳＯＭＰＯグループ

各社とのお取引に関する情報 

・お取引に関わらず、氏名、住所、電話番号、電子

メールアドレス、性別、生年月日、お問合せ内容

など、お客さまがＨＰでの見積り試算や、コール

センターへのお問合せなどによってＳＯＭＰＯグ

ループ各社にご提供いただいた情報 

Ｂ．共同利用するグループ会社の範囲 

ＳＯＭＰＯホールディングス、その子会社および関

連会社（※） 

※財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則第 8 条第 3 項に定義される子会社及び同条・第

5 項に定義される関連会社をいいます。 

該当するグループ会社の範囲は以下のリンクをご参

照ください。 

https://www.sompo-hd.com/group/group_list/ 

Ｃ．個人データ管理責任者 

当該個人データを取り扱う各共同利用者 

当社の住所、代表者名については、以下のリンクを

ご参照ください。 

https://www.mysurance.co.jp/about 

SOMPO グループ各社の住所・代表者名について

は、該当する会社のホームページ等をご参照くださ

い。 

③ＳＯＭＰＯグループでは、少額短期保険代理店等および

その従業者の監督、管理、指導、教育のために、ＳＯＭ

ＰＯホールディングスおよびＳＯＭＰＯグループ各国内

保険会社との間で、以下のとおり、少額短期保険代理店

等の従業者に関する個人データを共同して利用すること

があります。 

Ａ．個人データの項目 

ＳＯＭＰＯグループ各国内保険会社が保有する氏

名、住所、生年月日、少額短期保険代理店等または

その従業者の登録申請および届出に関する事項、そ

の他少額短期保険代理店等またはその従業者の管理

のための情報 

Ｂ．共同利用するグループ会社の範囲 

ＳＯＭＰＯホールディングスおよびＳＯＭＰＯグル

ープの国内保険会社 

該当するグループ国内保険会社は以下のリンクをご 

参照ください。 

https://www.sompo-hd.com/group/group_list/ 

Ｃ．個人データ管理責任者  

当該個人データを取り扱う各共同利用者 

当社の住所および代表者の氏名については、以下の

リンクをご覧ください。 

https://www.mysurance.co.jp/about 
ＳＯＭＰＯグループ各社の住所・代表者名について

は、該当する会社のホームページ等をご参照くださ

い。 

 

（３）提携先企業との間の共同利用 

現時点で共同利用を行う企業はありません。 

 

７. センシティブ情報の取扱い 

当社は、センシティブ情報について、次に掲げる場合を

除くほか、取得、利用または第三者提供を行いません。 

・保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の

同意に基づき業務遂行上必要な範囲でセンシティブ情報

を取得、利用または第三者提供する場合 

・相続手続きを伴う保険金支払い事務等の遂行に必要な限

りにおいて、センシティブ情報を取得、利用または第三

者提供する場合 

・保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・

宗教等の団体もしくは労働組合への所属もしくは加盟に

関する従業員等のセンシティブ情報を取得、利用または

第三者提供する場合 

・法令に基づく場合 

・人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場

合 

・公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために

特に必要がある場合 

・国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた

者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する

必要がある場合 

・学術研究目的の場合（個人情報保護法第 20 条第２項第

６号に掲げる場合にセンシティブ情報を取得する場合、

個人情報保護法第 18 条第３項第６号に掲げる場合にセ

ンシティブ情報を利用する場合、または個人情報保護法

第 27 条第１項第７号に掲げる場合にセンシティブ情報

を第三者提供する場合） 

 

8. 仮名加工情報の取扱い 

（１）仮名加工情報の作成 

当社は、仮名加工情報（法令に定める措置を講じて他の

情報と照合しない限り特定の個人を識別することができな

いように個人情報を加工して得られる個人に関する情報）

を作成する場合には、以下の対応を行います。 
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・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと 

・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法

に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置を

講じること 

（２）仮名加工情報の利用目的 

当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、

変更後の利用目的をできる限り特定し、それが仮名加工情

報に係るものであることを明確にしたうえで、公表しま

す。 

 

９. 匿名加工情報の取扱い 

（１）匿名加工情報の作成 

当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定

の個人を識別することができないように個人情報を加工し

て得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復

元することができないようにしたもの）を作成する場合に

は、以下の対応を行います。 

・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと 

・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法

に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置を

講じること 

・作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表する

こと 

・作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為

をしないこと 

（２）匿名加工情報の提供 

当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提

供しようとする匿名加工情報に含まれる個人に関する情報

の項目と提供の方法を公表するとともに、提供先となる第

三者に対して、提供する情報が匿名加工情報であることを

明示します。 

 

10. 個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項

の通知、開示・訂正等・利用停止等および第三者提供記録

の開示 

お客さまは、ご自身の保有個人データの開示、訂正、消

去、利用停止等および第三者提供記録の開示を当社に求め

ることができます。個人情報保護法に基づく保有個人デー

タに関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等に関す

るご請求については、「開示等請求の手続き」に記載のお

問い合わせ先までお問い合わせください。 

当社は、ご請求者がご本人または代理人であることを確認

させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただ

いたうえで手続きを行い、後日、原則として当社が定める

方法のうちご本人が請求した方法により回答いたします。

開示請求については、回答にあたり、当社所定の手数料を

いただきます。 

当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不

正確である場合は、その結果に基づいて正確なものに変更

させていただきます。 

※開示、訂正等の手続きの詳細については、「開示等請求

の手続き」をご覧ください。 

 

11. 業務委託に伴う外国における情報の取扱い 

当社は、個人データの取扱いを海外にある外部に委託す

る場合等個人情報保護法第 28 条第 1 項において「個人情

報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を整備して

いる者」へ、個人データを提供するにあたっては、以下の

安全管理措置を講じるとともに、個人情報保護法で求めら

れる、提供先における個人データの安全管理措置に相当す

る措置（以下、相当措置といいます）を義務付ける契約を

提供先との間で締結するなどしています。 

（１）以下の項目について年に 1 回、定期的に書面等によ

り確認を行っています。 

①移転先の第三者による相当措置の実施状況 

②移転先の第三者の所在する外国における相当措置

の実施に影響を及ぼすおそれのある制度の有無 

（２）相当措置の実施に支障が生じた際には、是正を求

め、当該相当措置の継続的な実施の確保が困難となっ

たときは、当該個人データの提供を停止します。 

（３）委託契約では、委託契約の範囲内で個人データを取

り扱う旨、必要かつ適切な安全管理措置を講じる旨、

従業者に対する必要かつ適切な監督を行う旨、再委託

が必要な場合の事前承諾、個人データの第三者提供の

禁止等を定めています。 

（４）海外にある外部への個人データの取扱いの委託に関

するご質問については、お問い合わせ窓口までご連絡

ください。 

 

12. 安全管理の取組み 

当社は、個人データ（当社が取得し、または取得しよう

としている個人情報であって、個人データとして取り扱わ

れることが予定されているものを含みます。）の漏えい、

滅失またはき損の防止その他、個人データの安全管理のた

め、取扱規程および安全管理措置に係る実施体制の整備

等、十分なセキュリティ対策を講じるとともに、利用目的

の達成に必要とされる正確性・最新性を確保するために適

切な措置を講じます。 

個人データの安全管理措置に関しては、社内規程において

具体的に定めていますが、その内容は主として以下のとお

りです。 

安全管理措置に関するご質問については、お問い合わせ窓

口までお問い合わせください。 

（１）基本方針の整備 

個人データの適正な取扱いの確保のため、関係法令・ガ

イドライン等の遵守、安全管理措置に関する事項、お問い

合わせおよび苦情処理の窓口等について策定し、必要に応

じて見直しています。 

（２）個人データの安全管理に係る取扱規程の整備 

取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、

取扱方法、責任者・担当者およびその任務等についての規

程を整備し、必要に応じて見直しています。 

（３）組織的安全管理措置 

・個人データの管理責任者等の設置 

・就業規則等における安全管理措置の整備 

・個人データの安全管理に係る取扱規程に従った運用 

・個人データの取扱状況を確認できる手段の整備 

・個人データの取扱状況の点検および監査体制の整備と実

施 

・漏えい事案等に対応する体制の整備 

（４）人的安全管理措置 

・従業者との個人データの非開示契約等の締結 

・従業者の役割 

・責任等の明確化 

・従業者への安全管理措置の周知徹底、教育および訓練 

・従業者による個人データ管理手続の遵守状況の確認 

（５）物理的安全管理措置 

・個人データの取扱区域等の管理 

・機器および電子媒体等の盗難等の防止 

・電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止 

・個人データの削除および機器、電子媒体等の廃棄 

（６）技術的安全管理措置 

・個人データの利用者の識別および認証 

・個人データの管理区分の設定およびアクセス制御 
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・個人データへのアクセス権限の管理 

・個人データの漏えい・毀損等防止策・個人データへのア

クセスの記録および分析 

・個人データを取り扱う情報システムの稼動状況の記録お

よび分析 

・個人データを取り扱う情報システムの監視および監査 

（７）委託先の監督 個人データの取扱いを委託する場合

には、個人データを適正に取り扱っている者を選定

し、委託先における安全管理措置の実施を確保するた

め、外部委託に係る取扱規程を整備し、定期的に見直

しています。 

（８）外的環境の把握 個人データを取り扱う国における

個人情報の保護に関する制度を把握した上で安全管理

措置を実施しています。 

 

13. EEA（欧州経済領域）在住者の個人情報の取り扱い 

ＥＥＡ（欧州経済領域）在住者の個人情報について、第

三者提供先、委託先、共同利用先へ転送され、日本国また

はＥＥＡ諸国外のサーバーに保存される場合があります。

なお、これらの国は欧州委員会によるデータ保護の十分性

の決定を受けておりませんが、当社は提供された個人デー

タを十分な安全管理の下で適切に管理いたします。 

 

14. 顧客情報統括管理責任者 

当社における顧客情報（個人情報を含む）の統括管理責

任者は以下のとおりです。 

Mysurance 株式会社 プロダクトデザイン部担当役員 

 

15. お問い合わせ窓口 

当社の個人情報の取扱いに関するご質問、ご照会、苦情

等は、下記連絡先にお問い合わせください。 

なお、 ＥＥＡ（欧州経済領域）在住者の場合は、個人情報

の取扱いに関する苦情の申し立てをＥＥＡ加盟国の監督機

関へ行うことも可能です。 

 

Mysurance 株式会社 

〒160-8338 東京都新宿区西新宿 1－26－1 

 E-mail：sys_cc@mysurance.co.jp 

 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会の会員事業者

です。同協会では、会員事業者の個人情報の取扱いに関す

る苦情・相談を受け付けております。 

 

少額短期ほけん相談室（指定紛争解決機関） 

TEL(フリーダイヤル)：0120－82－1144 

FAX：03-3297-0755 

受付時間：9:00〜12:00、13:00〜17:00 

受付日 ：月曜日から金曜日（祝日ならびに年末年始休業

期間を除く） 

 

 

■特定個人情報の取扱い 

当社における個人番号および特定個人情報の取扱いは、以

下のとおりです。 

 

1. 個人番号および特定個人情報の適正な取得 

当社は、適法かつ公正な手段によりお客さまの個人番号

および 特定個人情報を取得します。また、法令で定められ

た場合を除き、個人番号および特定個人情報の提供を求め

ることはありません。 

（取得の方法の例） 

・書面にご記入いただく方法または個人番号もしくは特定

個人情報が記載された書面をご提出いただく方法 など 

 

2. 個人番号および特定個人情報の取扱い、利用・第三者提

供の範囲 

当社では、取得した個人番号および特定個人情報を法令

で限定された範囲内でのみ取り扱います。当社における利

用、第三者提供の範囲は以下のとおりであり、その範囲外

で、利用または第三者提供を行うことはありません。 

（１）法令に定められた以下の個人番号関係事務を行う場  

合 

①保険取引等に関する支払調書等の作成事務 

②報酬・料金、契約金および賞金の支払調書の作成事務 

③不動産等取引に関する支払調書の作成事務 

④その他法令に定められた個人番号関係事務 

（２） 法令に基づき、以下の場合に利用を行うことがあ 

ります。 

①激甚災害時等に保険金等の支払を行う場合 

②人の生命、身体または財産の保護のために必要がある

場合であって、本人の同意があり、または本人の同意

を得ることが困難である場合 

 

３．安全管理措置に関する事項 

当社は、個人番号および特定個人情報の漏えい、滅失ま 

たはき損の防止その他、個人番号および特定個人情報の安

全管理のため、取扱規程および安全管理措置に係る実施体

制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じます。 

 

４．個人番号および特定個人情報取扱いの委託 

当社は、個人番号関係事務の一部を他の事業者に委託す

ることがあります。個人番号および特定個人情報の取扱い

を委託する場合は、委託先の選定基準を定め、あらかじめ

委託先の情報管理体制を確認するなど、委託先に対する必

要かつ適切な監督を行います。 

※個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号およ

び特定個人情報に関する事項の通知、開示・訂正等・利用

停止等に関するご請求については、「開示等請求の手続き

https://www.mysurance.co.jp/privacy/procedure/」

をご覧ください。 

 

お問い合わせ窓口 

当社の個人番号および特定個人情報の取扱いに関するご質

問、ご照会、苦情等は、下記連絡先にお問い合わせくださ

い。 

Mysurance 株式会社 

〒160-8338 東京都新宿区西新宿 1-26-1 

E-mail：sys_cc@mysurance.co.jp 

 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会の会員事業者

です。同協会では、会員事業者の個人情報の取扱いに関す

る苦情・相談を受け付けております。 

少額短期ほけん相談室（指定紛争解決機関） 

TEL(フリーダイヤル)：0120-82-1144 

FAX： 03-3297-0755 

受付時間：9:00〜12:00、13:00〜17:00 

受付日 ：月曜日から金曜日（祝日ならびに年末年始休業

期間を除く） 
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１１．反社会的勢力への対応  

 当社は、「SOMPO グループ 反社会的勢力対応基本方針」に基づき、反社会的勢力との関係遮断に努

め、公共の信頼を維持し健全な企業経営を実現します。 

 
■反社会的勢力対応基本方針 

SOMPO ホールディングスは、当社グループ（SOMPO ホールディングスおよび国内グループ会社を

いいます。本基本方針においては以下同様とします。）が、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力による不当要求等に対して毅然とした態度を堅持することによりこれを拒絶するとともに、反社

会的勢力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維持し健全な企業経営を実現するため、この基

本方針を定めます。 
 

SOMPO グループ 反社会的勢力対応基本方針 

1. 業務方針 

（１）反社会的勢力との関係の遮断 

当社グループは、反社会的勢力との取引を行わず、取引

開始後に反社会的勢力であると判明したときも関係の遮断

に向けて可能な限りの措置を講じます。 

（２）不当要求などへの組織的な対応 

当社グループは、反社会的勢力から不当要求を受けたと

きは、組織として毅然と対応し、要求を拒絶します。 

（３）裏取引・利益供与の禁止 

当社グループは、不祥事などを理由とする不当要求を受

けたときも、裏取引を行うことなく要求を拒絶します。 

また、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対する利

益供与を行いません。 

 

2. 業務内容および執行体制 

当社グループは、法令・規制、事業・サービスの特性上

適当でない場合を除き、反社会的勢力に適切に対応するた

め、次の取組みを行います。 

（１）反社会的勢力との取引等の特定 

①当社グループは、その事業活動に際して国内で利用す

る約款・契約書等に暴力団排除条項を導入します。ま

た、外部委託・業務提携を行う際には委託先・提携先

における当該条項の導入状況を管理します。 

②当社グループは、反社会的勢力に関するデータベース

を整備し、事前審査・事後検証を通じた反社会的勢力

との取引等の防止・排除に利用します。 

③事前審査とは、取引開始前に、取引相手が反社会的勢

力であるか否かを確認するために実施するものをい

い、事後検証とは、取引開始後定期的に、取引相手が

反社会的勢力であるか否かを検証するために実施する

ものをいいます。 

④SOMPO ホールディングスは、当社グループが行う

事前審査・事後検証の実施状況を管理します。 

⑤当社グループは、各種サービスの提供、株主管理業務

において不当要求の排除、利益供与の防止などのため

に反社会的勢力に関する管理を行います。 

（２）反社会的勢力との関係の遮断 

①当社グループは、取引相手が反社会的勢力であると認

めるときは、取引開始前にあっては取引謝絶など、取

引開始後にあっては契約解除などの措置を講じて、反

社会的勢力との関係を遮断します。 

②当社グループは、反社会的勢力から不当な要求などを

受けたときは、毅然と対応し、要求を拒絶します。 

③当社グループは、関係の遮断、不当要求の拒絶に際し

ては、経営陣の関与のもと組織的に対応し、警察その

他の外部専門機関と連携する一方で、反社会的勢力と

対峙する役職員の安全を確保します。 

（３）反社会的勢力対応態勢の整備 

①当社グループは、次の業務を所管する部署を設置しま

す。 

ア 反社会的勢力に関するデータベースの整備・活用 

イ 反社会的勢力への対応に関する規程・マニュアル  

  の整備（他部門のマニュアルへの反映を含みま 

す） 

ウ 警察その他の外部専門機関との連携態勢の整備 

エ 暴力団排除条項の導入状況の管理 

オ 事前審査・事後検証の実施状況の管理 

カ 反社会的勢力への対応に関する役職員向け教育・ 

研修の企画・実施 

キ 反社会的勢力との取引の発生、反社会的勢力から

の不当要求等の発生に係る情報集約 

②上記の部署は、関係の遮断に伴い反社会的勢力の行動

が予想されるとき、または反社会的勢力が不当な要求

を行ったときは、次の業務を行います。 

ア 経営報告の実施および対応方針の立案 

イ 対応部署に対する支援（外部専門機関との連携の 

支援を含みます。） 

ウ 関係する役職員に対する安全確保措置の実施・手 

配 

③SOMPO ホールディングスは、上記の場合であっ

て、複数のグループ会社が整合的な対応を行う必要が

あるときは、グループ会社間の連絡・調整を行いま

す。 

（４）取締役会等への報告 

当社グループは、経営に重大な影響を及ぼす反社会的勢

力対応に係る事案が発生した場合は、速やかに取締役会等

で対応方針を決定し、必要な対策を講じます。また、当社

グループは、当該事案が経営に重大な影響を及ぼすおそ

れ、またはお客さまの利益を著しく阻害するおそれを認識

した時点で、速やかにＳＯＭＰＯホールディングスに報告

します。 

（５）反社会的勢力対応基本方針実務要領 

SOMPO ホールディングスは、この基本方針に沿って、

事業特性等に応じてグループ各社に態勢整備を求める事項

等を記載した「反社会的勢力対応基本方針実務要領」を必

要に応じて策定し、グループ各社はこれを遵守します。 
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１２．お客さまの声対応  
■「お客さまの声」への対応 

 当社の全役職員は、お客さまの声に対して、以下の「お客さまの声対応の基本理念」および「お客さ

まの声対応方針」をもって対応します。 

  

【お客さまの声対応の基本理念】 

お客さまの声を真摯に受け止め、迅速・適切に対応するとともに、お客さま第一をあらゆる業務の基点とし、積極的に

企業活動に活かします。 

 

【お客さまの声対応方針】 

１．お客さまの声を感謝と誠意をもって積極的に受け止め、全ての部門において最優先の課題と認識して、公平・公

正・迅速・適切かつ誠実にお客さまの声に対応します。 

２．お客さまの声を通じて得られた個人情報、機密情報等の情報の機密保持を徹底します。 

３．お客さまの声に関する情報を適宜、適切に集計・分析し、広く開示し、透明性のあるお客さまの声対応を実施しま

す。 

４．お客さまの声を商品・サービス・業務運営の向上へ積極的に活かし、お客さまの声対応管理態勢を継続的に向上し

ます。 
 

 

１３．指定紛争解決機関  
当社は、保険業法に基づく指定紛争解決機関である一般社団法人 日本少額短期保険協会との間で、紛

争解決等業務の実施に関する手続実施基本契約を締結しています。 

同協会では、紛争解決支援機関として「少額短期ほけん相談室」を開設し、少額短期保険に関する

様々なご相談、苦情、ご照会を受け付けており、公正かつ中立な立場から少額短期保険業者との和解の

斡旋・解決支援を行っています。当社との間で問題が解決できない場合には、「少額短期ほけん相談

室」に解決の申し立てを行うことができます。（一般社団法人 日本少額短期保険協会ホームページ：

https://www.shougakutanki.jp） 

 

少額短期ほけん相談室 （指定紛争解決機関） 

 TEL(フリーダイヤル)：0120-82-1144       FAX：03-3297-0755 

受付時間：9:00〜12:00、13:00〜17:00 

受付日：月曜日から金曜日（祝日ならびに年末年始休業期間を除く） 
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１．保険の仕組み  

 
保険は、偶然な事故により損失を受けた際に経済的補償を与えるという機能を持ち、個人の生活の安

定を支える役割があります。また、保険は、偶然な事故に対する事後補償の機能のほか、安心を生み、

新たな活動へ導き、社会経済全体を活性化する機能も持っています。 

 

（１）保険契約の性質 

保険契約は、所定の事故による損害について保険金を支払うことを保険会社が約し、その対価として

保険料を支払うことを保険契約者が約する契約です。双務かつ有償の契約であり、当事者の合意のみで

成り立つ諾成契約の性質を持っていますが、ご契約を迅速かつ正確にお引受けするため、実務上は所定

の加入申込画面よりお申込みいただき、ご契約成立時に契約内容確認証を発行しています。 

 

（２）保険料の仕組み 

一般的な保険料は、純保険料（保険金の支払いに充てられる部分）と付加保険料（保険会社の運営や

募集の経費に充てられる部分）から成り立っており、事故の発生頻度や損害額などの予想に基づいて厳

正に純保険料を算出し、付加保険料を含めた保険料について財務局に届出を行っております。 

 

（３）保険約款の内容 

ご契約の内容や保険契約者、保険会社の双方の権利・義務などは、すべて普通保険約款および特約に

よって定められています。保険契約者と保険会社は、ともに保険約款に拘束され、保険金のお支払いの

可否なども約款に基づいて決定されます。 
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２．主な取扱商品（2025 年７月 1 日現在） 

 

（１）特徴 

  スマートフォン（以下「スマホ」）ユーザーのさらなる拡大やコンテンツの拡充による新たなスマ

ホ活用シーンの広がり、スマホ所持率の増加など、スマホを取り巻く環境は大きく変化しています。

このような環境においてお客さまに安心してスマホを活用してもらえるよう「手頃」に加入できる

スマホ保険を提供しています。さらに、学生向けには SNS でのトラブルにも安心の学生スマホ保険

をご用意しています。 

丁寧かつスピーディーな対応を心がけており、事故対応満足度 94%（※）です。 

（※）保険金を受け取ったお客さまへのアンケートで、「全体を通して保険金請求手続きには満

足ですか」の質問に「満足」、「やや満足」と回答した割合（2025 年 3 月時点） 

      
（２）商品の概要 

① スマホ保険 

スマホ保険は、格安 SIM を利用するスマホ（※）を対象に、落として画面を割ってしまった場

合や水没させてしまった場合などの修理費用などを補償します。「ライトプラン」「スタンダー

ドプラン」「プロプラン」の 3 種類からお選びいただけ、「ライトプラン」は画面割れなどの破

損・汚損に限定したシンプルな補償範囲で 1 事故あたり 5 万円を上限に補償、「スタンダードプ

ラン」は「ライトプラン」の補償範囲に加えて故障・水濡れ・盗難・紛失などのスマホのトラブ

ルを 1 事故あたり 10 万円を上限に幅広く補償、「プロプラン」は高額端末向けに「スタンダー

ドプラン」と同様の補償範囲で 1 事故あたり 20 万円を上限に補償します。 

お手続きは、加入から保険金請求まですべて WEB で完結でき、最短で、保険金請求手続きの

翌日に保険金をお支払いします。 

（※）当社が指定する購入後 1 年以内のスマホです。 

 

スマホ保険  
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② 学生スマホ保険 

学生スマホ保険は、スマホ保険のプロプラン・スタンダードプラン・ライトプランに、学生

（※）の方がスマホを利用し、SNS でのトラブルに遭った場合などに弁護士に無料で法律相談で 

きるサービスをセットした商品です。 

（※）学生とは、小・中・高・大学生、大学院生、専門学校生などをいいます。 
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（１）特徴 

  ① 宿泊キャンセル保険、旅行キャンセル保険 

最近では宿泊施設の手配や予約をオンラインで取り扱う旅行会社（OnlineTravelAgent）で予

約することが一般的になりました。オンラインによる予約により利便性が上がった一方で、予約時

に依然としてあるユーザーの不安の一つに病気やケガなどで予約をキャンセルせざるを得なくなっ

た場合にかかるキャンセル料の負担があります。 

当社は、インターネット旅行予約サービス「Yahoo!トラベル」と連携し、ヤフープラン（国内

宿泊）予約時に宿泊キャンセル保険を、ヤフーパック（国内宿泊＋航空券）の予約時に旅行キャン

セル保険を提供し、一連の予約手続きの最適なタイミングで保険に簡単に加入することで、予約時

における不安を解消します。 

 

② フライト遅延保険 

   従来の飛行機の出発遅延や欠航を補償する保険は、実際に遅延等が生じた場合にはお客さまご自

身で保険会社に対し遅延等の報告や保険金請求手続きを行う必要がありました。フライト遅延保険

は、出発遅延や欠航となることが発表された時点で補償対象となる方に当社からご連絡します。ま

た、保険金請求手続きに書類等は必要ありません。保険金は PayPay マネーまたは金融機関口座

でお受け取りいただけ、PayPay マネーをご選択の場合は即時にお支払いします。これによって、

空港の待ち時間に保険金を受け取ることも可能です。 

「Yahoo!トラベル」と連携し、ヤフーパック（国内宿泊＋航空券）の予約時にフライト遅延保

険に加入することができます。予約と連携しているため保険に簡単に加入できます。 

 

（２）商品の概要 

  ① 宿泊キャンセル保険、旅行キャンセル保険 

   旅行の予約をキャンセルした場合にかかるキャンセル料を補償します。ご本人、同行者に係わる

理由によるキャンセルのほか、ご家族の入院、通院、死亡によるキャンセルも補償対象で、キャ

ンセル理由によって補償割合が異なります。また、予約をキャンセルする理由は人や状況によっ

て異なるため、指定されたキャンセル理由以外の思いがけないキャンセルも幅広く補償します。 

お支払いする保険金は保険金額（旅行代金）を限度に、キャンセル料にキャンセル理由に応じた

補償割合を乗じた金額となります。 

 

② フライト遅延保険 

 搭乗予定の航空機が、出発時刻から遡って２４時間以内に２時間以上の出発遅延または欠航が発

表されたことで発生した飲食代や交通費などの費用を定額でお支払いします。 

お支払いする保険金 

（片道１名につき） 
遅延時間 

１０，０００円 欠航または 4 時間以上 

３，０００円 ２時間以上４時間未満 

 

 

 

 

 

  

宿泊キャンセル保険・旅行キャンセル保険、フライト遅延保険  

・宿泊キャンセル保険、旅行キャンセル保険、フライト遅延保険はいずれも Yahoo!トラベル

での一連の旅行予約手続時に保険加入可能です。 

・予約情報と連携しているため、簡単に加入できます。 

・保険金は PayPay マネーでも受取可能です。 
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（１）特徴 

 コロナ禍が終了したことで旅行需要が回復する中、「新しい生活様式」が浸透し、旅行の予約方法

や旅行形態などが多様化しています。一方で、依然としてあるユーザーの不安の一つが病気やケガ

などで予約をキャンセルせざるを得なくなった場合にかかるキャンセル料の負担です。 

このようなユーザーの不安を解消するため、Travel キャンセル保険は国内旅行予約をキャンセル

した際にかかるキャンセル料の全額を補償し、旅行予約に安心を提供します。旅行代理店やインタ

ーネットでの予約をはじめ宿泊施設への直接予約など、予約方法を問わず加入できます。 

また、新たなユーザー獲得と更なる商品の認知拡大を目指し、株式会社 Oshicoco とタッグを組

み、推し活を応援する「推し活キャンセル保険」専用サイトを開設しました。一般的にはわかりに

くいとされる保険商品を推し活層の皆さまに自分ごととして捉えていただけるよう、「保険用語をオ

タク用語に変換する」「四コマ漫画や推し活キャンセルの事例を記載する」等の工夫を施すことで、

Mysurance が大切にする「わかりやすい」を追求しました。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商品の概要 

  ① Travel キャンセル保険 

国内旅行の予約をキャンセルした場合にかかるキャンセル料を補償します。対象となる国内旅

行は国内宿泊、国内ツアー、日帰りツアー、国内航空券予約です。 

ご本人、同行者の入院・通院、感染症の発病などの理由によるキャンセルのほか、ご家族に係わ

る理由によるキャンセルも補償対象です。 

 

② キャンセル補償付き国内旅行保険 

本商品は、Travel キャンセル保険に損保ジャパンの「国内旅行傷害保険」を組み合わせた商品

で、自宅を出発してから帰宅するまでの国内旅行中に、本人および同行者の思いがけないケガ、食

中毒、熱中症により入院・通院・手術した場合などを補償します。 

Travel キャンセル保険  
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（１）特徴 

生徒にとってかけがえのない思い出となる修学旅行等の学校行事が中止・延期してしまうリスクに

対して、学校単位で修学旅行等を中止・延期した場合に発生するキャンセル料については、学校単位

で加入する保険が販売されていましたが、生徒個人の事情による不参加で発生するキャンセル料は補

償の対象とならないケースもあり、保護者が任意で加入できる保険を求める声が学校現場から寄せら

れていました。 

  修学旅行キャンセル保険はこのようなニーズに対応し、出発直前の生徒の病気やケガ、季節性イン

フルエンザの発病など、生徒個人のやむを得ない理由で修学旅行に参加できなかった場合に発生する

キャンセル料を補償します。 

 
出典：Mysurance「本商品の採用に関するアンケート（２０２３年７月１２日～２５日）」 

調査対象：修学旅行キャンセル保険を採用いただいた学校 

 

（２）商品の概要 

出発直前の生徒の病気やケガにより入通院した場合のキャンセルなど、幅広いキャンセル事由を補

償の対象としています。（生徒本人にキャンセル事由が生じた場合に補償の対象となります。） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

修学旅行キャンセル保険  
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（１）特徴 

2024 年の出国日本人数は 5 年ぶりに約 1,300 万人に達するなど、海外旅行需要が回復してきて

おり、観光庁がアウトバウンドの促進に向け、外務省、一般社団法人日本旅行業協会(JATA)と共同

で「もっと！海外へ宣言」を発出するなど、官民一体となった取組が活発になっています。 

また、Mysurance で実施した海外旅行のキャンセル事由に関する調査によって、「本人の病気・ケ

ガの入院」「天候」「新型コロナウイルスへの感染」について、特に不安を感じている旅行者が多いこ

とがわかっています。 

このようなユーザーの不安を解消するため、旅行予約をキャンセルした際にかかるキャンセル料を

保険金額を限度として全額補償し、旅行予約に安心を提供する海外旅行キャンセル保険を提供してい

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（２）商品の概要 

海外旅行の予約をキャンセルした場合にかかるキャンセル料を補償します。対象となる海外旅行は

海外宿泊、海外ツアー（クルーズを含みます）、海外航空券予約です。お手頃な「シンプルプラン」

と、充実した補償内容の「ワイドプラン」の２プランからお選びいただけ、シンプルプランでは、ご

本人、同行者の入通院、交通機関の遅延欠航などによるキャンセルを補償対象とし、ワイドプランで

は、旅行日程内に参加することを予定していたイベントの中止、感染症の発病などによる旅行をキャ

ンセルした場合なども含めて幅広く補償します。また、保険金額を最大１００万円まで設定いただけ

ます。 

 

       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外旅行キャンセル保険 
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（１）特徴 

自動車保険は、車の事故によるさまざまな損害を補償し、ドライバーの安心・安全なカーライフを

サポートする保険として、世の中に広く普及していますが、こすり傷や凹み傷等のいわゆる小損害事

故時には、車両保険を使用することで自動車保険の等級がダウンし、次年度以降の保険料が上がるこ

とから、車両保険を使用せずに自己負担で修理するケース、または修理そのものをあきらめるケース

がありました。そこで、「愛車だからこそ、等級を気にせず修理してほしい」「愛車にキレイに乗り続

けてほしい」という想いから、万一の事故時には最大 10 万円を補償し、自動車保険の等級に影響し

ない商品として愛車 PROTECT を開発しました。 

愛車 PROTECT は、Peer to Peer という仕組みを活用し、新車購入者の集団を形成して、保険事

故が発生した場合はこの集団（Pool）から保険金をお支払いします。保険料は、前月の保険金支払総

額と加入契約数によって算出し、毎月変動します。また、「お客さまと販売店」の新たなコミュニテ

ィを創造するため、保険契約者である販売店が保険料の一部を負担することができる仕組みを構築し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商品の概要 

自損事故や車同士の事故に加え、飛び石やいたずら傷など、車両保険の一般条件と同等の幅広い補

償内容で、年間通算で最大 10 万円を補償します。保険料は、前月の保険金支払総額と加入契約数に

よって算出し、毎月変動します。 

（注）保険料上限額が設定されているため、毎月の保険料は一定金額以内に収まる仕組みとなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛車 PROTECT トヨタのミニ車両保険 
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（１）特徴 

家財保険は賃貸住宅の入居時に賃貸借契約の期間に合わせて保険料は２年一括払い、書面による加

入手続きが必要となる商品が一般的ですが、賃貸住宅入居者の経済的負担や加入手続きの負荷なく家

財保険に加入でき、入居期間中の万一の事故に備えて安心・安全に暮らせる社会の実現を目指すた

め、保険料は家計にやさしい月払い、インターネットによる手続きで書類の準備も不要、24 時間

365 日お手続き可能な「デジタル完結型 家財保険」のスマート賃貸火災保険を提供しています。 

 

  
 

（２）商品の概要 

  本商品は、「家財の補償」「借りているお部屋に関する補償」「第三者に対する賠償事故の補償」

から構成されています。 

  Mysurance が提供する「家財の補償」と「借りているお部屋に関する補償」に損保ジャパンが提

供する「第三者に対する賠償事故の補償」を組み合わせた商品です。組み合わせ内容はプランにより

異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スマート賃貸火災保険  
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（１）特徴 

不動産賃貸借契約時においては、賃貸借保証委託契約と火災保険を対面で手続きすることが一般的

でしたが、長引く新型コロナウイルス等の影響により、入居者と不動産管理会社の双方から非対面で

の手続き完結を求める声が急増していました。当社では、家賃債務保証会社である全保連株式会社と

連携し、非対面ニーズに応えるだけではなく、賃貸関連事務の効率化などを実現化した新家賃保証シ

ステム「Z-value」を開発し、入居者自身のスマートフォンで賃貸保証委託契約と火災保険契約を同

時に可能とする仕組みを構築しました。 

 

  
 

（２）商品の概要 

本商品は、「家財の補償」「借りているお部屋に関する補償」「第三者に対する賠償事故の補償」

から構成されています。 

Mysurance が提供する「家財の補償」と「借りているお部屋に関する補償」に損保ジャパンが提

供する「第三者に対する賠償事故の補償」を組み合わせた商品です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災保険 全保連月払プラン  
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（１）特徴 

一般的な賃貸借契約では、賃貸住居の入居契約時に行う火災保険の申込が書面による手続きのた

め、入居者は何度も同じ情報を記載する必要があるほか、管理会社には事務負荷が発生しています。

また、多くの場合、２年ごとに更新手続きも必要になるため、入居者および管理会社にとって火災保

険の面倒な手続きが課題となっています。 

当社はこの課題を解決するために、１年ごとに契約を自動継続する賃貸入居者向け火災保険「ネッ

トで賃貸火災保険」を、イタンジが提供する不動産関連 WEB 申込受付システム「申込受付くん」と

連携しました。 

 

 
 

（２）商品の概要 

本商品は、「家財の補償」「借りているお部屋に関する補償」「第三者に対する賠償事故の補償」

から構成されています。 

Mysurance が提供する「家財の補償」と「借りているお部屋に関する補償」に損保ジャパンが提

供する「第三者に対する賠償事故の補償」を組み合わせた商品です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットで賃貸火災保険  
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１．直近の事業年度における業務の状況  

（１）主要な業務の状況を示す指標等 

 ① 正味収入保険料 

                                  （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 10,341 23,619  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 705,957 1,094,100  

合計 716,299 1,117,719  
※正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除したものをいいます。 

 

② 元受正味保険料 

                                  （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 103,415 227,126  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 836,251 1,258,634  

合計 939,666 1,485,760  
※元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものをいいます。 

 

③   支払再保険料 

            （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 93,486 204,423  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 140,274 178,652  

合計 233,761 383,075  
※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他再保険収入を控除したものをいいます。 

 

④ 保険引受利益 

                                  （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 △ 49,753 △ 31,368 

傷害保険 14 0 

費用・利益保険 △ 393,674 △ 252,609 

合計 △ 443,413 △ 283,978 
※保険引受利益とは、経常利益から保険引受以外に係る収支を控除したものをいいます。 

 

⑤ 正味支払保険金 

                                                                        （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 4,999 9,025 

傷害保険 - - 

費用・利益保険 335,275 524,452 

合計 340,274 533,477 
※正味支払保険金とは、元受正味保険金から出再契約の回収再保険金を控除したものをいいます。 
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⑥ 元受正味保険金 

                                                                        （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 30,881 59,726  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 376,657 587,636  

合計 407,539 647,363  
※元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除したものをいいます。 

 

⑦ 回収再保険金 

     （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険          25,882 50,701  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 41,381 63,184  

合計 67,264 113,885  

 

（２）保険契約に関する指標等 

 ①  契約者配当金の額 

    該当ありません。 

 

② 正味損害率、正味事業費率及び正味合算率 

区分 

２０２３年度 ２０２４年度 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 

正味 

合算率 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 

正味 

合算率 

火災保険 48.3% 512.4% 560.7% 38.2% 184.0% 222.2% 

傷害保険 - - - - - - 

費用・利益保険 47.4% 99.1% 146.5% 47.9% 63.3% 111.2% 

合計 47.5% 105.1% 152.6% 47.7% 65.9% 113.6% 

      ※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料 

      ※正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料 

      ※正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率 

      ※正味事業費＝事業費－再保険手数料 

 

③ 出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率 

区分 

２０２３年度 ２０２４年度 

発生 

損害率 
事業費率 合算率 

発生 

損害率 
事業費率 合算率 

火災保険 41.8% 117.9% 159.7% 30.0% 83.7% 113.7% 

傷害保険 - - - - - - 

費用・利益保険 48.3% 98.2% 146.5% 51.5% 64.7% 116.2% 

合計 47.6% 100.3% 147.9% 48.2% 67.6% 115.8% 

      ※発生損害率＝出再控除前の発生損害額÷出再控除前の既経過保険料 

      ※事業費率＝元受事業費÷出再控除前の既経過保険料 

      ※合算率＝発生損害率＋事業費率 

    ※出再控除前の発生損害額＝元受正味保険金＋出再控除前の支払備金積増額 

    ※出再控除前の既経過保険料＝元受正味保険料—出再控除前の未経過保険料積増額 
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④ 出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

出再先保険会社の数 3 社 ３社 

出再保険料の上位５社の割合 100％ 100％ 

 

⑤   出再先保険料の格付ごとの割合 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

Ａ－以上 100％ 100％ 

ＢＢＢ以上 - - 

その他 - - 

合計 100％ 100％ 
      ※S&P 社および日本格付研究所の格付を使用しています。 

      ※各年度末時点の格付情報を使用しています。 

 

⑥   未収再保険金の額 

                           （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 11,842 20,147  

傷害保険 - - 

費用・利益保険 11,852 16,782  

合計 23,694 36,929  

 

（３）経理に関する指標等 

 ① 支払備金 

                          （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 1,396 1,877 

傷害保険 - - 

費用・利益保険 24,015 40,799 

合計 25,411 42,677 

 

② 責任準備金 

                          （単位：千円） 

区分 ２０２３年度 ２０２４年度 

火災保険 1,884 3,885  

傷害保険 11 11  

費用・利益保険 163,227 275,390  

合計 165,124 279,287  

 

③ 利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高 

    該当ありません。 

 

④ 損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の額の変動 

損害率の上昇シナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定いたします。 

計算方法 正味既経過保険料×１％ 

経常損失の増加 
２０２３年度 ２０２４年度 

      6,627 千円 10,372 千円
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（４）資産運用に関する指標等 

 ① 資産運用の概況 

                                       （単位：千円） 

区分 
２０２３年度 ２０２４年度 

金額 構成比 金額 構成比 

現預金 711,047 60.0% 595,268 53.2% 

金銭信託 － － － － 

有価証券 － － － － 

運用資産計 711,047 60.0% 595,268 53.2% 

その他 474,440 40.0% 522,803 46.8% 

総資産 1,185,487 100.0％ 1,118,071 100.0% 

 

② 利息配当収入の額及び運用利回り 

該当ありません。 

 

③ 保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 

該当ありません。 

 

④ 保有有価証券利回り 

該当ありません。 

 

⑤ 有価証券の種類別の残存期間別残高 

該当ありません。 

 

（５）責任準備金の残高の内訳 

                                     （単位：千円） 

区分 
普通責任 

準備金 

異常危険 

準備金 

契約者配当 

準備金 
合計 

火災保険 2,677  1,207       － 3,885  

傷害保険      － 11       － 11  

費用・利益保険 195,546  79,843       － 275,390  

合計 198,224  81,063       － 279,287  
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２．計算書類 

 

当社は、保険業法第 272 条の 17 の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、2024 年度

（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変

動計算書等について、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、ＥＹ新日本有限責任監査法人

による監査を受け、監査報告書を受領しています。なお、監査済み計算書類から、以下の点を修正し

ております。 

 

【誤】 

【貸借対照表に関する注記】 

 

5．責任準備金の内訳 

 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 246,940 千円 

同上に係る出再責任準備金 △ 48,715 千円 

差引（イ） 198,224 千円 

 

6．金融商品に関する事項 
   （単位：千円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 595,268  595,268  - 

供託金 45,000  45,000  - 

未収入金 66,175  66,175  - 

資産 計 640,268  640,268  - 

未払金 50,591  50,591  - 

負債 計 50,591  50,591  - 

 

7．税効果会計に関する注記 

 （1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

   税務上の繰越欠損金 507,265 千円 

  減価償却超過額 136,202 千円 

  支払備金 4,275 千円 

  責任準備金 23,183 千円 

  その他 8,860 千円 

 繰延税金資産 小計 679,787 千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △ 507,265 千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 14,555 千円 

 評価性引当額 小計 △ 439,848 千円 

 繰延税金資産 合計 157,965 千円 
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【正】 

【貸借対照表に関する注記】 

 

5．責任準備金の内訳 

 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 246,940 千円 

同上に係る出再責任準備金  48,715 千円 

差引（イ） 198,224 千円 

 

6．金融商品に関する事項 
   （単位：千円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 595,268  595,268  - 

供託金 45,000  45,000  - 

未収入金 66,175  66,175  - 

資産 計 706,444  706,444  - 

未払金 50,591  50,591  - 

負債 計 50,591  50,591  - 

 

7．税効果会計に関する注記 

 （1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

   税務上の繰越欠損金 507,265 千円 

  減価償却超過額 136,202 千円 

  支払備金 4,275 千円 

  責任準備金 23,183 千円 

  その他 8,860 千円 

 繰延税金資産 小計 679,787 千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △ 507,265 千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 14,555 千円 

 評価性引当額 小計 △ 521,821 千円 

 繰延税金資産 合計 157,965 千円 
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（１）貸借対照表 

（単位：千円） 
年度  

 

科目 

2023 年度 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

金額 

2024 年度 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

金額 

（資産の部）     

 現金及び預貯金 711,047 595,268 

  預貯金 711,047 595,268 

 代理店貸 60,379 94,556 

共同保険貸 178 198 

再保険貸 60,649 95,663 

 未収保険料 30,271 44,108 

 その他資産 133,884 85,310 

  預託金 4,888 4,888 

  前払費用 18,553 14,246 

  未収入金 110,442 66,175 

 繰延税金資産 149,075 157,965 

 供託金 40,000 45,000 

 資産の部合計 1,185,487 1,118,071 
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（単位：千円） 
年度  

 

科目 

2023 年度 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

金額 

2024 年度 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

金額 

（負債の部）     

 保険契約準備金 190,535 321,965 

  支払備金 25,411 42,677 

  責任準備金 165,124 279,287 

 代理店借 17,029 25,072 

共同保険借 558 627 

再保険借 69,425 110,395 

 その他負債 106,638 63,111 

  未払法人税等 2,394 3,645 

  未払金 90,053 50,591 

  その他の負債 14,190 8,874 

 負債の部 合計 384,187 521,173 

（純資産の部）   

 資本金 2,075,000 2,075,000 

 資本剰余金 2,075,000 2,075,000 

  資本準備金 2,075,000 2,075,000 

 利益剰余金 △ 3,348,700 △ 3,553,102 

  その他利益剰余金 △ 3,348,700 △ 3,553,102 

  繰越利益剰余金 △ 3,348,700 △ 3,553,102 

 株主資本合計 801,299 596,897 

 純資産の部 合計 801,299 596,897 

 負債及び純資産の部合計 1,185,487 1,118,071 
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【2024 年度貸借対照表に関する注記】 

 

1．重要な会計方針に係る事項  

（1）消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

なお、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。 

また、資産に係る控除対象外消費税等はその他資産中の前払費用に計上し、5 年間で均等償却して 

おります。 

  

（2）責任準備金の積立方法  

責任準備金は、保険業法施行規則第 211 条の 46 の規定に基づき算出した金額を計上しております。 

  

2．重要な会計上の見積りに関する注記  

（1）繰延税金資産の計上  

 ①当事業年度の財務諸表に計上した金額  

繰延税金資産 157,965 千円 

 

②法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

所得税法等の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 13 号）が 2025 年 3 月 31 日に国会で成立し、2026

年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 28%から、2026 年 4

月 1 日以後に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 28.93%となります。 

この税率変更により、繰延税金資産は 3,590 千円増加し、法人税等調整額は 3,590 千円減少し、当期純損

失は 3,590 千円減少しております。 

  

 ③その他の情報  

後記「7．税効果会計に関する注記(2)グループ通算制度の適用に関する事項」に記載のとおり、減価償却超過

額の影響等による繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の金額は、スケジューリング可能な将来減

算一時差異の金額に法定実効税率を乗じて算出しております。当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社

の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類におい

て認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場合

に、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

  

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

関係会社に対する金銭債権    71,289 千円 

関係会社に対する金銭債務    10,337 千円 

    

4．支払備金の内訳    

支払備金（出再支払備金控除前）     62,936 千円 

同上に係る出再支払備金    20,258 千円 

差引      42,677 千円 

    

5．責任準備金の内訳    

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）  246,940 千円 

同上に係る出再責任準備金    48,715 千円 

差引（イ）     198,224 千円 

    

その他責任準備金（ロ）    81,063 千円 

計（イ＋ロ）     279,287 千円 

 

6．金融商品に関する事項  

 （1）金融商品の状況に関する事項  

当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、借入による資金調達は予定しておりません。 

 

 （2）金融商品の時価等に関する事項  

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。 
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（単位：千円） 

 

 

（注）金融商品の時価の算定方法    

資産 

○現金及び預貯金    

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。  

〇供託金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

○未収入金    

1 年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

負債 

○未払金    

1 年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。    

     

7．税効果会計に関する注記     

 （1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

税務上の繰越欠損金         507,265 千円 

減価償却超過額      136,202 千円 

支払備金          4,275 千円 

責任準備金          23,183 千円 

 その他          8,860 千円 

繰延税金資産 小計        679,787 千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額   △ 507,265 千円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額    △ 14,555 千円 

評価性引当額 小計     △ 521,821 千円 

繰延税金資産 合計       157,965 千円 

     

 （2）グループ通算制度の適用に関する事項  

当社は、グループ通算制度を適用しております。 

これに伴い、法人税および地方法人税ならびに税効果会計の会計処理および開示については、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」 （実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 

日）に従っております。 

       

8．1 株当たりの純資産額 

    143,830 円 73 銭 

   

9．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

  

  貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 595,268  595,268  - 

供託金 45,000 45,000 - 

未収入金 66,175  66,175  - 

資産 計 706,444  706,444  - 

未払金 50,591  50,591  - 

負債 計 50,591  50,591  - 
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（２）損益計算書 

（単位：千円） 

年度  

 

科目 

2023 年度 

（2023 年 4 月 1 日～ 

2024 年 3 月 31 日） 

金額 

2024 年度 

（2024 年 4 月 1 日～ 

   2025 年 3 月 31 日） 

金額 

経常収益 1,260,681 1,915,784 

 保険料等収入 1,171,232 1,906,075 

  保険料 982,975 1,575,214 

  再保険収入 188,256 330,861 

 その他経常収益 89,449 9,708 

経常費用 1,617,884 2,193,149 

 保険金等支払金 684,610 1,119,892 

  保険金等 407,539 647,363 

  解約返戻金等 42,706 87,795 

  その他返戻金 602 1,657 

  再保険料 233,761 383,075 

 責任準備金等繰入額 66,448 131,429 

  支払備金繰入額（△は戻入） △ 8,710 17,266 

  責任準備金繰入額 75,158 114,164 

 事業費 863,587 938,731 

  営業費及び一般管理費 860,495 934,366 

  税金 3,092 4,364 

 その他経常費用 3,238 3,095 

経常利益（又は経常損失） △ 357,203 △ 277,364 

特別損失 － － 

税引前当期純利益 △ 357,203 △ 277,364 

法人税及び住民税 △ 109,490 △ 64,072 

法人税等調整額 19,161 △ 8,889 

法人税等合計 △ 90,328 △ 72,962 

当期純利益（又は当期純損失） △ 266,874 △ 204,402 
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【2024 年度損益計算書に関する注記】 

 

1．収益及び費用に関する内訳 

（1）正味収入保険料  

 保険料、再保険返戻金及びその他再保険収入の合計額   1,590,248 千円 

 再保険料及び解約返戻金等の合計額      472,529 千円 

 差引       1,117,719 千円 

        

（2）正味支払保険金  

保険金等       647,363 千円 

回収再保険金       113,885 千円 

差引        533,477 千円 

        

（3）支払備金繰入額（△は戻入） 

 支払備金繰入額（出再支払備金控除前）      22,076 千円 

同上に係る出再支払備金繰入額          4,810 千円 

差引          17,266 千円 

        

（4）責任準備金繰入額 

 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）   98,395 千円 

 同上に係る出再責任準備金繰入額     17,867 千円 

 差引（イ）       80,527 千円 

        

 その他責任準備金繰入額（ロ）     33,636 千円 

 計（イ＋ロ）       114,164 千円 

        

2．関係会社との取引高        

関係会社との取引による収益総額    74,731 千円 

関係会社との取引による費用総額  195,559 千円 

        

3．関連当事者との取引に関する事項 

親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

科目/期末残高 

（千円） 

親会社 
損害保険ジャ

パン（株） 

（被所有）直接 

 100.00% 

間接 

   0.00% 

共同事業者 

共同事業に関

する費用負担

（注 1） 

1,020 前受収益/3,741 

代理店 

代理店手数料

収入 

（注 2） 

8,689 - 

親会社 

ＳＯＭＰＯホ

ールディング

ス（株） 

（被所有）直接 

      0.00% 

間接 

100.00% 

通算 

子会社 

グループ通算

制度に伴う 

受取予定額

（注３） 

66,202 未収入金/66,202 

取引条件及び取引条件の決定方針等       

（注）1．共同事業費用負担額は、共同事業の内容等を勘案して交渉の上で決定しております。 

   2．代理店手数料率は、業務内容等を勘案して交渉の上で決定しております。 

   3．受取予定額については、法人税法に規定する通算税効果額に基づいて決定しております。 

 

4．1 株当たりの当期純損失 

  49,253 円 49 銭 

     

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（３）株主資本等変動計算書 

 
2023 年度（2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

  

  

  

株主資本 

 

資本金 

 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 

 当期首残高 2,075,000 2,075,000 2,075,000 - 

 当期変動額     

    新株の発行 - - - - 

  当期純損失 - - - - 

 当期変動額合計 - - - - 

 当期末残高 2,075,000 2,075,000 2,075,000 - 

 

  株主資本 

純資産合計 
  利益剰余金 

株主資本合計   その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  繰越利益剰余金 

 当期首残高 △ 3,081,826 △ 3,081,826 1,068,173 1,068,173 

 当期変動額     

    新株の発行 - - - - 

  当期純損失 △ 266,874 △ 266,874 △ 266,874 △ 266,874 

 当期変動額合計 △ 266,874 △ 266,874 △ 266,874 △ 266,874 

 当期末残高 △ 3,348,700 △ 3,348,700 801,299 801,299 
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2024 年度（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

  

  

  

株主資本 

 

資本金 

 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 

 当期首残高 2,075,000 2,075,000 2,075,000 - 

 当期変動額     

  当期純損失 - - - - 

 当期変動額合計 - - - - 

 当期末残高 2,075,000 2,075,000 2,075,000 - 

 

  株主資本 

純資産合計 
  利益剰余金 

株主資本合計   その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  繰越利益剰余金 

 当期首残高 △ 3,348,700 △ 3,348,700 801,299 801,299 

 当期変動額     

  当期純損失 △ 204,402 △ 204,402 △ 204,402 △ 204,402 

 当期変動額合計 △ 204,402 △ 204,402 △ 204,402 △ 204,402 

 当期末残高 △ 3,553,102 △ 3,553,102 596,897 596,897 

 

 
【2024 年度株主資本等変動計算書に関する注記】 

 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

区分 
当期首 

株式数 

当期 

増加株式数 

当期 

減少株式数 

当期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式     4,150 - - 4,150 

合計     4,150 - - 4,150 

 

2．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。  
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【後発事象に関する注記】 

 

当社は、2025 年 4 月 9 日に開催された取締役会において、損害保険ジャパン株式会社との総数引受契約の締結を

決議し、2025 年 4 月 16 日に開催された臨時株主総会において新株発行を決議しました。 

この増資の詳細は以下の通りです。 

 

  1．増資の理由：トップライン伸張に伴うリスク量拡大に対する資本充分性の確保 

  2．取締役会による総数引受契約の締結： 

    ・締結日：2025 年 4 月 9 日（取締役会） 

    ・引受人：損害保険ジャパン株式会社 

  3．株主総会による新株発行決議の概要： 

    ・決議日：2025 年 4 月 16 日（臨時株主総会） 

    ・発行する新株式の数：500 株 

    ・発行価格：1 株あたり 1,000,000 円 

    ・総発行額：500,000,000 円 

  4．新株式の割当： 

    ・割当日（払込期日）：2025 年 4 月 30 日 

    ・発行株式数：500 株 

    ・引受人：損害保険ジャパン株式会社 

  5．引受人：総数引受契約に基づき、発行株式の全数を損害保険ジャパン株式会社に割り当てました。損害保

険ジャパン株式会社は、当社の親会社として、当社の資本充分性の確保の必要性を認め今回の増資に応じ

ています。 

  6．資本金及び資本準備金の増加： 

    ・資本金の増加額：250,000,000 円 

    ・資本準備金の増加額：250,000,000 円 

  7．その他の関連情報：この増資により、当社の総発行済株式数は 4,150 株から 4,650 株に増加します。 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

年度  

 

科目 

2023 年度 

（2023 年 4 月 1 日～ 

2024 年 3 月 31 日） 

金額 

2024 年度 

（2024 年 4 月 1 日～ 

2025 年 3 月 31 日） 

金額 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税引前当期純利益（△は損失） △ 357,203 △ 277,364 

支払備金の増加額（△は減少） △ 8,710 17,266 

   責任準備金の増加額（△は減少） 75,158 114,164 

   代理店貸の増加額（△は増加） △ 38,060 △ 48,013 

   再保険貸の増加額（△は増加） △ 48,914 △ 35,014 

   その他資産（除く投資活動関連、財務

活動関連）の増減額（△は増加） 
△ 1,593 △ 778 

   代理店借の増加額（△は減少） 7,725 8,043 

   再保険借の増加額（△は減少） 57,402 40,969 

   その他負債（除く投資活動関連、財務

活動関連）の増減額（△は減少） 
62,321 △ 43,456 

小  計 △ 251,873 △ 224,184 

   法人税等の支払額 123,430 108,405 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △ 128,443 △ 115,779 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

  投資活動によるキャッシュ・フロー － － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

  財務活動によるキャッシュ・フロー － － 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 128,443 △ 115,779 

現金及び現金同等物の期首残高 839,491 711,047 

現金及び現金同等物の期末残高 711,047 595,268 

 

 
【2024 年度キャッシュ・フロー計算書に関する注記】 
１．現金及び現金同等物の期末残高は、貸借対照表の現金及び預貯金の金額であります。 

２．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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３．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：千円） 

  2023 年度 2024 年度 

(Ａ) ソルベンシー・マージン総額 848,727 677,961 

 ① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 801,299 596,897 

 ② 価格変動準備金 － － 

 ③ 異常危険準備金 47,427 81,063 

 ④ 一般貸倒引当金 － － 

 
⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前） 

（99％又は 100％） 
－ － 

 ⑥ 土地の含み損益（85％又は 100％） － － 

 ⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － － 

 ⑧ 将来利益 － － 

 ⑨ 税効果相当額  － － 

 ⑩ 負債性資本調達手段等  － － 

  告示(第 14 号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)） － － 

  告示(第 14 号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b)） － － 

(Ｂ) リスクの合計額√[Ｒ1
2+Ｒ2

2]+Ｒ3+Ｒ4 120,387 185,304 

 保険リスク相当額  116,342 179,513 

  Ｒ1 一般保険リスク相当額 112,176 175,216 

  Ｒ4 巨大災害リスク相当額  4,165 4,297 

 Ｒ2 資産運用リスク相当額 8,293 7,781 

   価格変動等リスク相当額 － － 

   信用リスク相当額 7,110 5,952 

   子会社等リスク相当額 － － 

   再保険リスク相当額 576 871 

   再保険回収リスク相当額 606 956 

 Ｒ3 経営管理リスク相当額  3,739 5,618 

(Ｃ) ソルベンシー・マージン比率 (Ａ)/｛(1/2)×(Ｂ)｝ 1,409.9% 731.7% 

 
＜ソルベンシー・マージン比率とは＞ 

・少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生や、少額短期保

険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要

があります。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上記の（B））に対する「少額短期保険業者が保有している

資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額:左記の（A）） の割合を示す指標として、保険業法等に

基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上記の （C））です。  

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

①保険引受上の危険（一般保険リスク）: 

  保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）  

②資産運用上の危険（資産運用リスク）:  

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等 

③経営管理上の危険（経営管理リスク）: 

業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①〜② および④以外のもの 

④巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）:  

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当） により発生し得る危険 

・「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期保険業者の

純資産、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する客観的な判断指標の１つですが、その数

値が 200%以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。 
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４．時価情報等 

 

（１）有価証券 

    該当ありません。 

 

（２）金銭の信託 

  該当ありません。 
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１．当社の組織（202５年７月 1 日現在） 

 
   

２．株主・株式の状況（202５年７月 1 日現在） 

 
（１）株式数 

    発行可能株式総数 １０千株 

    発行済株式の総数 ４．６５千株 

 

（２）株主数  

１名 

 

（３）主要な株主の状況 

 

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等 持株比率 

損害保険ジャパン株式会社 ４．６５千株 １００％ 

 

３．役員の状況（202５年 7 月 1 日現在） 
                                    

氏 名 地位及び担当 その他（兼任の状況等） 

清水  廣臣  代表取締役 - 

高橋 明生 取締役 - 

横関 寿 取締役 - 

   勝澤 誠 常勤監査役 ＳＯＭＰＯケア株式会社 監査役（非常勤） 

齋藤 仁 
監査役 

（社外） 

公益財団法人ＳＯＭＰＯ福祉財団 専務理事 

筑波銀行株式会社 取締役（社外） 

吉川 浩一 
監査役 

（社外） 
ヒルトンホテルサービス株式会社 代表取締役社長  

 

 



 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍｙｓｕｒａｎｃｅ株式会社 
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